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はじめに 

 

本書は香川大学経済学部吉田ゼミナール３年生による共同調査報告書である。この共同調査

は、インタビュー調査を通して、現代サラリーパーソンの働き方や生活の態様を明らかにすること

を目的に毎年実施しており、香川大学では 8 回目、前任校での実施を含めると 11 回目となる。 

本調査の実施は一石二鳥、いや三鳥を狙ったものである。一つには机上で学んできた人事労

務に関する専門的な知識を単に知識として終らせるのではなく、実際に働いている人たちの声を

聞くなかで、自分のものとしてもらうということである。例えば、フレックスタイム制度や裁量労働制

は労働者に自律的な働き方をもたらす時間制度だと言われる一方で、残業手当を削減する手段

でしかないとか、際限のない長時間労働をもたらすことになりかねないという批判的な見解もある。

こうした机上で学んだことを踏まえて、実際にそうした制度の下で働いている人はどのような働き

方になっており、またそれについてどのように感じているのかを調べ、制度や現実に対する専門

的な理解を深めてもらうということがその目的である。 

もう一つの目的は、３年生となり、これから就職活動を迎えるというゼミ生たちに「うり」となるような

経験をしてもらい、その中で「うり」となる能力を身につけてもらうことである。それを私は「調査力」

と名付け、その涵養をゼミ生たちに促すことにした。調査力とは、情報探査力、表現力、文書作成

能力、読書力など、まずは様々な知的能力を総合した能力である。しかし、単に知的能力というだ

けではない。インフォーマントとのアポイントメント、適切なインタビューにおける受け応え、グルー

プにおける討論、調査結果のプレゼンテーション等、様々な作業によって調査のプロセスが構成

されており、そこにコミュニケーション能力等の多様な社会的能力が求められているのである。した

がって、ゼミ生がインタビュー調査を一通り経験するなかで、知的能力や社会的能力を高め、就

業力へと結びつけてもらうことを狙っている。 

さらに、サラリーパーソンへのインタビュー調査には OB・OG 訪問的な機能を託している。私が

大学生であった四半世紀前には、会社訪問というインフォーマルな活動があった。大学４年生の

夏休みからスタートする就職活動にそなえて、その前の時期に大学のゼミやサークルの先輩のつ

てをたどって、志望企業で働いている若手・中堅の方々に話を伺いにいく活動である。就職活動

にあまり熱心ではなかった私自身も、企業に勤める OB の話を聞く体験をもつことができ、それが

その後の就職活動や人生の中で多いに役立ってきた。その企業の雰囲気を知るだけでなく、活

き活きと自分の仕事を語ってくれる先輩諸氏から、将来的にどのような仕事がしたいのか、またど

のような社会人になりたいのかという像が形成されてきたからだ。 

しかし、いつごろからか会社訪問という活動が就職活動から消えていった。おそらく、大学名不

問の開かれた採用を企業が喧伝しはじめたころからであろう。母校の先輩・後輩関係でおこなわ

れることの多い会社訪問は、特定の大学の学生が有利になり、不公平であるという価値観が 10

数年ほど前から出てきた。ちょうど指定校制度がなくなった頃と重なるのではなかろうか。また、そ

の時代は、インターネットによる広報や情報収集が広がっていった時代でもある。クリック一つで情

報が手軽に手に入手できるようになり、あまりにも泥くさい手法として廃れていったのかもしれない。 

理由はともあれ、会社訪問という活動が消えさったのは残念であり、この代替的な機能をゼミの

共同調査に託したのである。つまり、自分の将来のキャリアや仕事のモデルとなるような人と出会う
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機会があればと思い、実施してきた。 

この 3 つの目的は果して達成されているのであろうか。うまく指導を行いえてきたかどうかにつ

いては、内心忸怩たるものがある。ゼミに共同調査を導入して 10 年以上になるが、まだ自信をも

ってうまく行えているとは言えない。ただ多くのゼミ生が立派な社会人となって活躍してくれている

のでよしとしておきたい。 

さて、8 年間に及んだ香川大学経済学部での教育も今年度と最後となる。既に前任校で経験し

ていた共同調査形式のゼミであったが、ゼミ制度の違いや学生の気質の差もあり、なかなか一筋

縄ではいかず苦労した。その苦労も今となっては良い思い出である。これもいろいろな側面からゼ

ミを支えてくれたゼミ生たちのおかげである。ゼミを巣立っていった卒業生たちには感謝の念を表

わしたい。また、卒業まで見送ることのできなくなってしまった現３年生（８期生）の諸君にはお詫

びしたい。 

最後になりましたが、お忙しいなか調査に御協力いただいたインフォーマントの方々に御礼を

申しあげます。見ず知らずの学生たちに貴重な機会を作っていただいたことに感謝いたしますと

ともに、今後とも様々な形での御指導・御鞭撻いただければと思っております。何卒よろしくお願

いします。 

 

2012 年１月 27 日 

香川大学経済学部教授 

吉田 誠 
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成果主義導入後の業績評価制度における課題 
  

梅谷真徳 
 

はじめに 
日本における成果主義導入の契機は、1990年代以降のバブル経済崩壊にある。バブル

崩壊後の日本企業は、「日本的経営」と称される特徴のうち終身雇用制度を見直し始めた。

景気低迷が続く中で、企業は人件費を拡大させてまでも終身雇用制度を維持・継続する

ことを選ばなかった。同時にグローバリーゼーションの広がりによってグローバルな企

業間競争も激化していった。このような背景によって多くの企業に導入された成果主義

は、現在「人事考課の３要素」と呼ばれる情意考課、能力考課そして業績考課のうち、

業績考課を軸とする業績評価制度として運用されている。 
本稿では、前述のような背景で導入された成果主義人事制度が、現在どのような制度

となって運用されているのかを明らかにし、その制度がもたらす影響とその課題とを導

入事例挙げながら整理したい。そして、運用における課題を明らかにした上で、今後ど

のような点を改善し、制度改革に取り組んでいくべきなのかを提言したい。 
 

第１節 業績評価制度導入企業の現状 
現在、業績評価制度を導入している企業はどの程度あるのだろうか。 
厚生労働省の 2010年度就労条件総合調査（図表１）によれば、業績評価制度を導入して

いると回答した企業は全体の 45％と約半数を占めている。 
 

図表１ 業績評価制度を導入している企業割合 

 
  出所：厚生労働省 就労条件総合調査（2010年度） 企業別調査 
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では、実際にこれらの企業の中で、業績評価制度はどのような状況にあるのだろうか。 
朝日新聞では、「成果主義 異変あり」という小見出しで次のような記事が掲載されてい

る。『賃金制度の「成果主義」を見直す動きが相次いでいる。90年代半ば以降、日本的な年
功賃金への否定から広がった成果主義は、大企業では管理職だけでなく一般社員でも珍し

くなくなった。その一方で問題も噴出している。「社員の士気を低下させ、業績悪化を招い

ている」との指摘も根強い。労使双方が納得できる「日本型成果主義」を求め、模索が続

いている』（朝日新聞, 2005年３月 12日）。 
また、2010年度就労条件総合調査の「制度運用についての評価」（図表２）によれば、調

査対象全企業のうち、「うまくいっている」と回答した企業は全体の 23％に過ぎなかった。
以下の結果は、「うまくいているが一部手直しが必要」42％、「改善すべき点がかなりある」
24％、「うまくいってない」3％、「はっきりわからない」8％となっている。この結果から
うかがえるように、業績評価制度を運用している企業の現状としては、全体の約７割を占

める企業が何らかの課題を抱えながら、業績評価制度を運用しているということである。 
 

図表２ 業績評価に対する企業評価 

 
  出所：厚生労働省 就労条件総合調査（2010年度） 企業別調査 

 
第２節 業績評価制度の課題 
第 1 節では、業績評価制度の実際を見た。第 2 節では、業績評価制度が抱えている課題

について、調査や先行研究など参考にしつつ、それら明らかにしていく。まず、第 1 節に
引き続き厚生労働省の就労条件総合調査（2010年度）の結果によれば、その課題の内容は
次のようになっている（図表３）。「評価によって労働意欲の低下を招く」20.9％、「評価結
果に対する本人の納得が得られない」19.1％、「評価システムに対する労働者の納得が得ら
れない」14.4％、「個人業績を重視するため、グループやチームの作業に支障がでる」11.6％、
「職場の雰囲気が悪化する」5.4％である。 
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図表３ 業績評価における問題点の内訳 

 
  出所：厚生労働省 就労条件総合調査（2010年度） 企業別調査.複数回答あり 

 
この結果において、もっとも多くの企業が課題として挙げた「評価によって労働意欲の

低下を招く」に関しては次のような要因が考えられる。そもそも業績評価制度の運用それ

自体が、労働者に競争性をもたせたうえで、その結果によって全労働者の差別化を図るこ

とが狙いである。この制度下において、労働者の意識は当然、彼らに与えられた評価と周

りの労働者の比較とに向くことになるだろう。このとき、自身が予測していた評価よりも

下された評価が低ければ労働意欲は下がる。また、自身の評価が予想していたものと同程

度以上の場合でも、周囲との比較によって労働意欲が低下することも起こり得る。 
加えて、この「評価によって労働意欲の低下を招く」という課題の要因として次のよう

なことも考えられる。それは、日本企業の多くが他の社員との強い関係性の中で業務を行

っており、その業務設計が個人の業績として反映されにくいものであるという理由だ。こ

のような背景が理由となり、評価されにくい業務に熱心に取り組むことや、高い評価を得

ようと頑張るよりも、ミスを起こさないようにリスク回避的な姿勢で業務に取り組んでい

る可能性が考えられる。このような姿勢が、評価者にとっては「労働意欲が低下している」

と感じられるのだ。 
また、「評価システムに対する労働者の納得が得られない」「評価結果に対する本人の納

得が得られない」という二つの課題は強い関連性が考えられる。すなわち、業績評価制度

の過程を労働者の業績を評価することに始まり、その評価結果を労働者自身にフィードバ

ックを行うまでの一連の流れとして捉え、その過程における課題として認識するならば、

「評価システムに対する労働者の納得が得られない」という課題は、主に業績評価制度の

過程における透明性と関連している。具体的には、査定項目が公表されているか、評価者

が誰であるのかといった要因が関連していると考えられる。そして、「評価結果に対する本

人の納得が得られない」という課題では、上記で挙げた評価制度の透明性という要因以外
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にも、評価結果のフェードバックの際にその詳細を開示されるか、評価理由は適切なもの

か、その結果に対するアカウンタビリティが果たされているかといった要因との関連が考

えられるだろう。 
「個人業績を重視するため、グループやチームの作業に支障がでる」、「職場の雰囲気が

悪化する」といった課題については、業績評価制度の競争性の下で業績評価の対象となる

項目の比率が、個人の業績のみに関する項目とグループやチームでの業績に関する項目と

でどのようになっているかという要因が考えられる。また、個人の業績に関する項目につ

いても、売り上げ数など個人だけで完結する業績なのか、それとも社員相互の協力体制を

促進するもの、あるいは直属の部下の業績との関係性があるものなのかといった要因との

関連性が言えるだろう。 
ここまでに挙げた要因を検討するために、先行研究を参照したい。 
企業の成果主義人事制度における問題点として、次の三点を挙げている。第一に従業員

の消極的姿勢、第二に協力体制の阻害、第三に人事評価への不満である（清水, 2011）。そ
して、これらの具体的事例として、次のように述べている。「評価の対象から外れた仕事、

すなわち、やっても評価されない仕事には力が入らなくなる点も指摘される」、「さらに、

上司（評価者）の目にとまりにくい成果は評価されにくい」。これは、前述した、「評価項

目が個人で完結するものなのか、また社員相互の協力体制を促進するもの、先例のような

上司の部下育成などを評価するものなのか」という点とも関連している。 
「評価によって労働意欲の低下を招く」という課題に関して、これまで日本には「誰の

分担か明確されない相互依存領域」があったと述べたうえで、「成果主義人事制度導入によ

って、個別の職務のアカウンタビリティ（責任）が明確に設計され、それによって個別の

職務の責任範囲と成果が明確化されることとなる」と論じている。そして、これらの明確

化の結果として「相互領域を媒介とした以心伝心、あうんの呼吸などに基づく協力・協調

関係が解体される」という（守屋, 2005）。 
では、これらの業績評価制度における課題とその要因とは、どのようなものであろうか。

そして、実際の企業でどのように把握され、どのような対策が講じられているかについて、

それらの事例をいくつか挙げながら見ていく。 
朝日新聞によると、富士通では「目標管理制度」に関して、「達成しやすい目標しか設定

しない」や「評価が不透明」、「上司と部下の関係が悪化する」といった課題が表面化した。

これらの課題を受けて講じた対策は、管理職を対象に、チームとしての成果を重視する制

度改革であった。具体的には、事業本部やグループなど部門ごとに、業績に応じて人件費

総額を分配することで、従来の人数で機械的に配分していたときよりも成果に応じて配分

される「パイ」が大きくなる。また個人への評価基準では、人材育成やチームワークを重

視する方針に切り替え、絶対評価から相対評価に改められた。 
キヤノンでは、製造現場においても成果主義を徹底しているが、ベルトコンベヤーの流

れ作業を「セル生産方式」に切り替えることで、評価に対する納得感を高めようとした。

他にも、NECでは賞与の決定で不振部門が不利にならないように評価基準を部門ごとに設
定したり、松下電器産業（現、パナソニック）では個人目標設定の際、部下や後輩の育成
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に関する項目設定を義務付けるなどしている（朝日新聞, 2005/３/12）。 
 京王プラザホテルの人事評価は、上司と相談して立てた目標に対する成果を見る「業績評
価」と、ホテル従事者としての役割や行動姿勢をみる「プロセス評価」を組み合わせた制

度になっている。この評価の比率は４対６から３対７に改められており、よりプロセス評

価に重きが置かれている（朝日新聞, 2010年８月 31日）。 
ここまでの事例を見てみると、主に次のような対策が講じられていることが分かる。１

点目として、評価の対象を個人の業績からチームや部門の業績へと変更している。２点目

に、評価の項目において部下や後輩との関係性を持たせるように促す、部門ごとに項目を

設定するといった見直しを行っている。 
 
第３節 インタビュー調査結果を基にした提言 
第３節では、インタビュー調査の結果から、成果主義や業績評価制度についての労働者

個人の意見や感じ方を引用し、まとめる。その上で、成果主義における課題と感じている

内容とを分類し、成果主義の課題にどのような要因が考えられるかを分析する。 
今回のインタビュー調査の対象であったインフォーマントが置かれている賃金制度から

整理する。調査対象者 17人の内、成果主義的賃金制度の下で働いているインフォーマント
は３人。また、年功主義的賃金制度の下で働いているのは 12人であった。その他の 2人は
どちらの賃金制度にも該当しなかった。２人の内の１人は事業所得を得ており、給与制度

の下での労働ではなかった。仮に分類するならば完全に成果主義的であるといえる。もう

１人は、年功主義と成果主義がそれぞれ半々くらいの割合であると回答したため、その他

とした。 
インタビュー調査では、成果主義に対してどのように思っている、または感じているか

を聞いた。まず、現在成果主義的制度の下で働いている３人は次のような回答であった。「大

賛成です。」「今のところはですよ、40とか 40後半とかになってきて、今イベントの会社い
ますけど、動けなくなったときにどうなるのかというのはありますけどね。」（U.B氏）、「大
いに結構。」（L.L氏）、「もっと徹底して欲しい。」（J.M 氏）。このように現在成果主義的賃
金制度の下で働いている３人の回答は、いずれもその制度に対して肯定的な意見であった。 
この他にも肯定的な意見があり、その主な理由として挙げられているのが、「モチベーシ

ョンのためにも、今がどっぷり年功主義のところだから成果が欲しいというか。」（G.T氏）
「いいと思うで」、「やっぱりやる気もあがるやろうしね。がんばろうっていう。」（Q.M氏）
「やってもやらなくても同じ評価だったら、なかなかやるモチベーションが沸かないと思

うんですよね。」（Z.J 氏）「やはり成果を出した人を評価するというのは、当然なのではな
いかなとも思うし」「成果を出した結果としてそれが反映されるのであれば、やる気にもつ

ながるし、いいのではないかなと思いますね。」（Q.X 氏）というように、業績によって差
をつけることが、労働に対するモチベーションを上げることになり、意欲的に働くことが

できるというものであった。また、J.N氏の「会社への貢献度によって見返りが違うという
のはあっていいと思う。」という、労働者の視点からだけでなく、企業側の視点からの回答

もみられた。 
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一方で、肯定的ではあるものの一定の条件の下でならばよいと思うとした回答もあった。

「仕事をした分だけってなるとやる気も出ないからね。ある程度生活が保障されていない

とね。がんばれないよね。」（M.X 氏）と最低限の賃金をきちんと保障した上で、それを除
いた部分を業績によって差別化すればいいとし、「バランスを保ちながらの導入ならば、す

ごくいいと思う。」（M.X氏）という意見があった。最低限の賃金という条件の他に、「成果
を計る基準がしっかりしていれば、それはやるべきだ。ただそれは非常に難しいので特に

製造業における開発、営業、バックスタッフいろいろいますけど、それぞれの成果を同じ

土俵で比較するってなると成果色が強くなればなるほどそこに不満だとかが大きくなると

思います。」（X.X氏）という回答もあった。これについては、業績評価制度における考慮す
べき要因に言及している。すなわち１点目に第一節でも述べた、業績評価の基準が明確で

あるということは業績評価制度を運用するうえで不可欠だという点である。この点に関し

ては、「数字だけで見ない面もあっていいのかなと思う。」（R.X 氏）、「明らかに成果が見え
るような仕事であれば、モチベーションがあがるかもしれないですけど、…中略…ただあ

まり上手く機能しているようには見えない。」（J.E氏）という回答もあるように業績を数字
という基準のみによって計るのではなく、数字には表れない業績をどのように評価するの

かといった要因についても考える必要がある。 
二点目に、どのような労働者に業績評価制度を適用するのか、また労働内容によって評

価基準を最適なものに変える必要があるという点だ。二点目については、「成果主義はね、

難しいね。やっぱり仕事の内容によって成果主義を取り入れるものと、そうではなくて年

功序列的にするものを分けてやらんといかんと思う。」（G.H氏）という回答もあった。 
また、評価者について、「今の状況で、だけん社員教育、上司の教育をしてない状況で査

定が反映されても困るんで、今やったらそのまんまでえんじゃないですか。」、「もし、反映、

もっと反映するんだったら、抜本的な教育システムが必要ですよねって話です。」（L.J氏）
という意見もあった。 
 
ここまでの内容から業績評価制度における課題とは、「業績評価制度における明確性」が

確立されているか否かであるといえる。業績評価制度における明確性とは、(１)評価者、(２)
評価項目、(３)評価結果とその根拠の３要因から考慮されるべきである。 
まず(１)評価者とは、評価を行う側と評価を受ける側の二者を意味する。前者に関しては、

査定を行う評価者が誰であるかということだ。具体的には評価を行う人数が、その結果を

チェックし、偏りをなくすための客観性を持たせられるだけのものであるか、また評価の

過程が複数段階に分かれているのか否かということである。加えて、その評価者が評価を

行うに当たってどの程度の訓練がなされているかも含める。後者に関しては、被評価者が

行っている職務内容が、業績評価の対象として適切であるかということだ。 
次の(２)評価項目とは、評価者が査定の際に使う項目のことである。具体的には、査定項

目が周知されているか、希望すればそれらを知ることができるか。評価項目が、その対象

にとって適切に設定されており、労働を動機付けるものであるか。また項目の比率が個人

の業績のみで評価されるものであるか、それとも部門やプロジェクトチーム全体で評価さ
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れるのか。または、上司や部下との関係性をもって評価されるものであるかということだ。

上司や部下との関係性をもって評価されるとは、その評価項目が、売り上げ数など個人だ

けで完結する業績ではなく社員相互の協力体制を促進する、あるいは直属の部下や上司の

業績と関係性を持たせたものであるかということだ。 
そして、(３)評価結果とその根拠とは、評価結果がフィードバックされる際にその詳細を

開示されるか、評価結果の根拠は納得しうるものであるか。もし結果に納得できない場合

に、調査を依頼できる制度が整っているか、結果に対するアカウンタビリティが果たされ

ているかということである。 
ここで、上記の３要因を踏まえながら業績評価制度の改善策について述べたい。業績評

価制度において、まず(１)評価者は、直属の上司を中心として評価を行いつつも、労働者自
身の自己評価を加味するとよいだろう。そしてその評価結果に客観性を持たせるために、

直属の上司以外の評価委員会といった全社的な会を設け、２段階以上の検討をするべきで

ある。 
(２)評価項目については、何よりもまずその項目の周知を徹底するべきであろう。労働者

にとって何が評価項目であり、どのように努力すれば評価を上げることができるのかが分

かっていればこそ、業績評価制度が職務に対する十分な動機づけとなることは当然であろ

う。また、厚生労働省の就労条件総合調査からも読み取れるように、評価項目が一労働者

個人が独立して評価されるものであると、「個人業績を重視するため、グループやチームの

作業に支障がでる」、「職場の雰囲気が悪化する」といった結果を招いてしまうため、部下

や後輩の育成、部署やチーム単位で評価されるような項目を一定割合含めておくべきであ

る。 
(３)評価結果とその根拠については、被評価者が納得のいくように結果を開示し、説明責

任を果たすことが重要である。具体的には、(１)評価項目で前述したような委員会を設置し、
結果について疑問がある場合はその委員会を通して調査され、説明がなされるようにする

のがよいだろう。また、評価を行うためのガイドラインを作成したり、上司への研修を行

うなどの具体策が考えられる。 
 
おわりに 
本稿を通して、多くの企業で取り入れられている業績評価制度がさまざまな課題を抱え

ていることを述べてきた。そしてそれら課題の要因を明らかにすべく企業の取り組みやイ

ンタビュー調査によって実際を見てきた。その結果として、業績評価制度における課題は

「業績評価制度における明確性」であり、その要因として、(１)評価者、(２)評価項目、(３)
評価結果とその根拠の３要因を考慮すべきだと論じた。その上で３要因についてそれぞれ

の対策点を述べていった。ここで述べたものを検討し、業績評価制度を労働者にとっては

業務への動機づけとなるように、また企業にとってはヒトとカネという資源の有効な活用

が為せるように、企業の業績評価制度がよりよいものになればと思う。 
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人事考課の実態 
 

伊藤豊 
 
はじめに 

1990年代バブル崩壊以降、長引く不況の中でコスト削減の議論が加速していった。その
ような議論の中で企業はコスト削減の一案として、人事考課の導入を推進した。日本的雇

用慣行の一柱である年功序列の賃金体系は徐々に衰退し、人事考課、とりわけ業績考課に

よる賃金決定に重心が移っていった。しかし人事考課制度の評価制度というものはいわば

ヒトがヒトを評価するわけである。そこには当然、評価者の主観が介入してくるであろう

し、能力考課、情意考課などに至っては知識・経験・適正・性格・態度など広範囲に及び、

それらは潜在的、または相対的なものになってくる。そのような要素を厳密に評価するこ

とは非常に難しいのではないかと思う。本稿では先ず、人事考課を導入している企業の実

状を見ていき、何が問題であるのかを明確化したいと思う。次にインタビュー調査の結果

から労働者が感じる問題点、またその問題点の原因を追求したいと思う。そして最後に人

事考課制度の問題に見合った解決策を提言して終えたいと考えている。 
 
第１節 人事考課の現状 
まず人事考課の導入率を見ていく。厚生労働省の調査（図表 1）によれば、5000 人以上

規模の企業が最も多く 98.3%、企業規模が小さくなるにつれ導入率は低くなっていき、
30~99 人規模の企業では人事考課導入率は 39.4%である。このことから企業規模が大きく
なるにつれ人事考課の導入率が高くなっていくことがうかがえる。また導入企業の中では

考課の対象を全社員であるという回答が全ての企業規模で 85%以上となっている。 
 

図表 1 人事考課の企業規模別導入率 

企業規模 人事考課導入率 全社員対象 一部社員のみ対象 

5,000人以上 98.3% 89.4% 10.6% 

1,000～4,999人 96.5% 92.6% 7.4% 

300～999人 89.1% 90.8% 9.2% 

100～299人 73.7% 87.3% 12.7% 

30～99人 39.4% 85.3% 14.7% 

出所 : 厚生労働省(2002) 

 

次に労働者が処遇決定の際、どれくらい人事考課の査定結果に影響を受けているか見て

いく。図表２は企業規模別にみた処遇決定の際、査定の結果をどれくらい反映させるかの

調査である。30~99人企業規模のところでは「査定結果をあまり反映させてない」、「全く
反映させていない」の回答が併せて 11.6%と、他の企業規模に比べて多かったが、それで
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も「査定結果を重視して反映させている」、「一定程度反映させている」の回答は併せて 79.6%
と８割弱の企業が処遇決定の際に、少なからず査定結果を反映させていることを示してい

る。 
 

 
出所：厚生労働省(2002) 

 

以上のことから、大多数の労働者が処遇決定の際に、人事考課による査定の影響を少な

からず受けていると言える。 
次いで、人事考課の制度・運営上の問題について見ていく。厚生労働省の調査(2002)で制

度・運営上の問題点があると回答した企業は実に 88.8%であった(図表 3)。 
 
最も多かった回答としては、「質の異なる仕事をする者への評価が難しい」(51.7%)である。
それぞれ異なる職務をこなす労働者同士を同じ尺度でもって評価することの困難さがある

ようだ。次に多かった理由として、「考課者訓練が不十分である」(49.4%)という問題である。
３番目に多かった理由として、「考課基準が不明確という問題」(42.8%)である。そもそも考
課の基準が明確に定義されていないため、評価者が査定の際に自らの主観のみで評価せざ

るを得ない現状があると思われる。また、成果主義の問題としてよく聞かれる考課の「寛

大化のため格差がつかない」という問題点も 29.8%で 4番目に多い理由であった。
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出所：厚生労働省(2002) 
 

このように人事考課制度は、前述のように大多数の労働者に影響する制度であるにもか

かわらず、未だ多くの問題点を抱えていることが浮き彫りになった。では、実際に働いて

いる労働者の方々の査定の現状はどのようになっているのか見ていきたい。 
 

第２節 評価者と被評価者のずれの原因～インタビュー調査より～ 
本節ではインタビュー調査から、実際に企業で働いている方々の査定の現状を明らかに

していこうと思う。今回インタビュー調査にあたって 17名のインフォーマントの方々にご
協力いただいた。まず、人事考課制度の有無であるが、17名中 16名の方から人事考課があ
るとする回答が得られた。次に査定結果、または査定項目の公開の有無である。結果から

言えば、人事考課制度があると回答した 16名中 6名の方が査定結果の公開がされていない
ようであった。企業の人事考課公開制度の有無を聞いた調査では（図表 4）、考課結果の公
開制度がないと答えた企業は全体で 72.5%と、約 3/4の企業に公開制度がないことが分かる。
考課結果の公開制度がある企業の方がむしろマイノリティーであることが分かる。 
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出所：厚生労働省(2002) 
 

では実際に働く労働者の方は、査定制度が公開されていないことに対して、どのように

思っているのか。査定項目・結果の公開制度がない企業で働くインフォーマントの方に査

定結果を知りたいかという質問に対しては「知りたいです。知らないとね、給料上がるた

めにどうしたらいいかとか分からないですから。」(G.T氏)と返答いただいた。査定項目が
分からなければ、どのように働けば評価されるのかも知りえない。査定結果、項目が公開

されていないことに不満を持っている旨をお聞きすることができた。一方で公開制度がな

いとお答えいただいた方の中で、査定結果を公開してほしいかという質問に対しては「知

りたくないような気もしますね。ちょっとこわいですね、自分の評価が。」(J.E氏)というよ
うに自らの査定結果を知りたくないという方もいた。 

次に査定制度自体に対する問題点である。査定がうまく機能していない理由を聞いた

ところ「人事が部長に対して、『評価者はこうあるべきですよ』、『こんな点を評価してくだ

さいよ』っていう教育をしてないので」(L.J氏)というように上司が評価者として十分に教
育されていないという問題が挙げられる。図表３の２番目に多かった人事考課制度の問題

点、「評価者の訓練が不十分である」という問題は企業、労働者、双方に共通の問題である

ということが分かる。 
また顧客の接客を担当している X.M氏は考課制度について「私が例えば、どれだけ頑張

っても評価につながるのかな、と思うときはあります。」と答えている。接客という営業職

のノルマのように明確に数値化することができない業務に就いていることから、自身が適

切に評価されているのか分からない、というような不安を抱いていることがうかがえる。 
また評価者が評価を行うときに心理的に陥りやすい３つのエラーがある（寺畑, 2001） 

１つ目が寛大化・厳格化傾向、２つ目がハロー効果、３つ目が中心化傾向である。先ず寛

大化・厳格化傾向の例として「例えば自分が高い評価をもらった人でなぜ私がっていう人
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もいる。その一方で、せっかく頑張ったのになぜっていう人もいる。そういったところが

きっちり納得いく形になっていない。それはやっぱ問題かな。」(G.H氏)自己が下した評価
と、上司が下した評価で食い違いが生じるという問題である。寛大化・厳格化傾向とは、

評価者がその分野に精通していない場合、評価をする際に好意的または厳格に評価してし

まうエラーの一つであり、図表３の寛大化、厳格化の問題にあたる。次にハロー効果の例

である。ハロー効果とはある側面の評価が、直接関連性のない他の側面の評価にも影響を

及ぼすというものであり、その人と頻繁に接触する程、影響は増長する。一例として、人

事の評価と併せ、直接的にかかわりがない部門の上司が評価を行う考課制度のもとで働く

X.X氏は「コミュニケーション能力に長けていたり、いろんなところに顔がきくという人は
評価が高くなります。専門職的な人ですごい成果を出したり、目立たず成果を出している

人というのは評価されにくいです。そういったデメリットがあります。」と回答している。

最後に中心化傾向の例である。「上司と査定の話になった時には『俺は査定なんかしたこと

ない。全員同じでつけている。上も付けたことがないし、下も付けたくない』って話をす

るくらいなんで、あまり機能してないですね。」(L.J氏)中心化傾向とは評価者が決まった範
囲のスケールでしか評価を行わないことである。評価者が対象者の差別化を好まないこと

に起因している。これも図表３の寛大化の問題にあたる。2002年時点で企業が抱える人事
考課制度の問題点と、現在実際に働いている方々の人事考課制度に対する問題点はほとん

ど共通の認識のものであるということがうかがえる。このことから、人事考課制度が抱え

る問題点は少なくとも2002年以降から今まで、未だに存在し続けているということになる。 
今回のインタビュー調査の結果から、日本の人事制度には依然として多くの問題点が残

っている。とりわけ評価者の訓練不足による問題点が大きいと思う。また、査定結果の公

開制度がないところでも査定結果を知りたいという方と、知りたくないという方がいたの

で、すべての人が納得できる人事考課制度を作るのは難しいというのが正直な感想である。 
 
おわりに 
本稿ではこれまで、人事考課制度の現状と問題、その原因について考察してきた。結果

としては、企業が抱える人事考課制度の問題点を、労働者が考える問題点によって裏付け

され、補完された形となり、より一層、企業の人事考課制度が抱えている問題点が深刻な

ものであると再認識させられた。前節でも述べたが、これらの問題は、主として上司の評

価者としての訓練が不十分であることに起因して生じているように思える。人事考課の評

価者はヒトであるから、対象を全て正当に評価するということはおそらく不可能であると

思う。それでも労働者の処遇決定の際には多くの企業が査定結果を指標としているのが現

状であるのだから、大きな誤りは許されない。具体的改善方法として、まず最も重要なの

は評価者としての人材育成であると思う。育成された評価者がいれば、前述の３つのエラ

ーに陥る可能性は極めて少なくなり、最も適当な評価を与えることが可能であると考えら

れる。実際に企業の中では日産自動車が評価者研修の中で、評価マニュアルを参照しなが

ら、議論を重ね評価のつけ方を均一化するという取り組みが行われている(日本経済新聞
2005年 6月 2日)。これにより評価者としての育成だけではなく、他の評価者との均一化が
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おこなわれ、それぞれ別の評価者が査定をしても、ばらつきが生まれにくいというメリッ

トがある。もうひとつの改善策としては、評価者との明瞭な意思疎通である。少なくとも

評価者には自分が就いている職務を明確に理解してもらい、両者間で完全に情報を共有し

ていくということが重要であると思う。また、現在広く導入されている目標管理制度も評

価者と被評価者間の情報共有という意味では効果的に働くであろう。 
1992年バブル崩壊以降、現在のような情意考課、能力考課、業績考課の三本柱からなる

人事制度が膾炙していったが、おおよそ 20年経つ現在でも人事考課制度はまだまだ模索段
階であると思う。しかし、人事考課制度の影響を受ける労働者は大部分に昇るのであるか

ら、大勢の人が納得できるような着地点を早期に見つける必要があると感じた。 
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転職志向の推移と転職における問題 
 

石田 竜太朗 
 
はじめに 

1990年代のバブル経済崩壊以降、新自由主義路線にたつ労働市場の規制緩和の推進の煽
りを受け、また 95 年に日経連が提唱した「新時代の『日本的経営』」によって、従来の日
本的雇用慣行の見直しと改変が進められた（大本, 2010）。企業は長引く不況による経費削
減として、正社員切りや非正社員の有期雇用を進め、労働基準法改正（1996）、派遣労働法
改正（1999）、製造業現場への人材派遣の解禁（2004）などの様々な法改正に伴い、雇用形
態・就労形態の多様化が進展した。雇用が不安定化し、企業に対する長期雇用への期待が

失われていく中で、労働者たちの自主的・自立的なキャリアを形成していく一つの手段と

して、「転職」が企業社会に次第に定着していった。 
しかし近年の日本の労働市場をみてみると、従来の日本的雇用慣行の特徴であった終身

雇用が崩壊しつつあるとは言え、欧米諸国のような転職社会への転換が進行しているとは

考えづらい。では、転職というキャリア形成の手段が日本企業に浸透していく中で、労働

者の転職志向、または企業の転職に対する考え方はどのように変化していったのだろうか。 
本稿では第 1節に転職志向の近年の動向を調査し、第 2節で現在の転職動向と、転職者、

求人企業が何を望んでいるか、転職を阻害する要因が互いの志向とどのように関連してい

るかをみていく。そして第 3 節では実際に現在働いている労働者の人たちに対するインタ
ビュー結果より、転職に対するイメージ、転職志向と転職を考えた際、または転職時にお

ける障害などを用いて、その意識の背景にある問題と、その問題の解決に向けた自身の考

察を論じていく。 
 
第1節 転職志向の推移 
まず、近年の転職率、転職希望率の推移についてみていく。総務省が行った 2011年の「労

働力調査詳細集計」の性別転職率・転職希望率の推移をみてみると（図表１）、転職を希望

している労働者の割合は全体の１割程度を占めており、2002年の調査以降ほぼその水準を
保っていることが窺える。一方、転職率は 2006年時点まで緩やかに上昇してきたが、近年
低下傾向に転じている。数値でみると、男性は 2007 年の 4.6％をピークに 2010 年では約
１％減の 3.7％、女性は 2006 年の 6.8％をピークに 2010 年には 1.2％減の 5.6％となって
いる。 
次に、転職者を年齢階級別、特に転職志向が強いとされる 20～30代の男女での転職率の

推移を中心にその推移を確認してみる（図表２）と、転職志向が強いと思われている 25歳
未満の若年労働者たちの転職率が、近年で大きく落ち込んでいる。特に 2006年次以降、2010
年にかけて 25歳未満の男性では 13.1％から 3.3％減の 9.8％、女性では 15.8％から 3.9％減
の 11.9％にまで低下している。つまり近年の転職志向というのは、希望者の割合でみると
一貫して一定数いるが、実際に転職を行う労働者というのは、2000年代半ばより減少して
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きているということになる。これは、希望として転職を考えてはいるが、実際に転職する

となると足踏みをし、結局のところは安定志向で落ち着いているのではないかと考えるこ

とができる。そしてその志向は特にキャリア形成のために転職を考えるとされる 20代前半
の労働者に広まっているのではないかと推測できる。 
 

図表１ 性別転職希望率・転職率 

 
 出所：「労働力調査詳細集計」（2011） 

 
図表２ 性・年齢別転職率の推移 

 
出所：「労働力調査詳細集計」（2011） 

 
実際に転職をする人たちの割合は近年減少傾向に転じていることが判明したが、その背

景にはどのような要因が関連しているのだろうか。財団法人社会経済生産性本部が行って

いる「新入社員意識調査」より、転職に関連があると思われる回答結果の近年の動向を確

認してみる。 
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図表３ 自分が馴染めない仕事を我慢して続けるのは無意味 

 
出所：「日本生産性本部 新入社員意識調査」（2011） 

 
新入社員意識調査より「自分が馴染めない仕事を我慢して続けるのは無意味だ」に対する

意識の推移をグラフ化し、近年の動向を確認してみる（図表３）と、この問いに賛同する

新入社員の割合というのは1998年の51.2％をピークに減少傾向に転じ、2005年には30.1％
にまで減少している。その後 2006年より設問内容が「自分のキャリアプランに反する仕事
を、我慢して続けるのは無意味だ」と変更されているが、2010年まで「そう思う」とする
割合は減少の一途を辿り、16.5％まで低下している。一方で「無意味だと思わない」と考え
る新入社員は 1998 年より右肩上がりであり、2010 年には８割強にまで達している。つま
り大多数の新入社員は「仕事が自分に合っていなくても、あるいは自分のキャリアと関係 

 
図表４ 「条件のいい会社があれば、さっさと移るほうが得だ」と回答 

 
出所：「日本生産性本部 新入社員意識調査」（2011） 
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性がないと思っても、その仕事をやり続けることに意味がある」と考えていることになる。 
また、「条件の良い会社があれば、さっさと移る方が得だ」とする設問に対しても、その

ように考える新入社員は 1999年の 43.6％から、2009年には 21.1％にまで減少している（図
表４）。2010年以降微かに上昇傾向に転じてはいるが、この 10年ほどで２割も落ち込んで
いる。特に 2004年から５年間この設問に同意する割合は右肩下がりであり、この推移は転
職に対して消極的ないし否定的な見方が広まっている、という近年の転職に対する志向の

変化を表しているといえる。もうひとつ、転職に関する設問より「今の会社に一生勤めよ

うと思っている」と「きっかけ、チャンスさえあれば、転職してもよい」と回答した新入

社員の割合を合わせてみてみる（図表５）。調査開始以降後者の回答は前者を大きく上回り、

2000年には「転職派」と「終身雇用派」の間には３割以上の開きがあり、且つ前者の意見
が過半数であったが、2006年を境に両者の割合はついに逆転し、2009年には生涯現在の会
社に勤めることを希望する意見が逆に過半数を占めるといった状況になっている。若年労

働者の早期退職・早期転職による雇用問題が社会問題としてマス・メディアに取り上げら

れて久しくないが、意識の中では転職というものに抵抗を感じている若者は逆に増えてい

ると認識することができる。さらに 2000年以降からここ数年では「勤め先の仕事が辛くて
も、我慢して続けることが重要なこと」で、「一度就職したら、基本的にはその職場に居続

けたい」という考えが広まっている。 
 

図表５ 転職、安定志向の推移 

 
出所：「日本生産性本部 新入社員意識調査」 

 
つまり、一旦は新たなキャリア形成の手段として若者の間に広まったように見えた転職

志向だが、近年の推移ではむしろ終身ないし長期雇用という従来の日本的な雇用慣行を支

持しているということになる。換言すると、仕事内容が自身のキャリアに関係あるかどう

かよりも、安定的な雇用というものを優先したいという想いが若者の間に特に強まってき
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ていると考えられるのである。転職の希望を持ってはいるが、実際の転職率が伴っていな

い、むしろ低下傾向にあるのはこのような転職志向の変化に一因があると思われる。 
 
第 2節 転職の実態と問題点 
前節では、転職の動向について若年労働者の近年の転職志向の変化を中心に考察してき

たが、本節では、転職者がどのような理由から転職を行うのかという点から転職に対する

従業員、企業の認識をみていくことにする。 
厚生労働省の実施する転職者実態調査（2006）によると、転職者が前職を離職した理由

として最も回答率が高かったのは、「会社の将来に不安を感じたから」である。この回答は

複数回答、単一回答ともに最大の離職理由となっていることから、近年の日本経済の低迷

と転職志向は深く関わっているといえる。他には、仕事内容、賃金・その他労働条件に対

する不満が高い回答率となっている。一方で、「他に良い仕事があった」や「いろいろな会

社で経験を積みたかった」という理由による離職は低いことから、離職理由は勤めていた

企業側に問題があった、または企業に対して納得いかなかったからだとする離職者が多い

ことが分かる。 
次に、転職者の転職先企業を選んだ理由として複数・単一回答共に最も高かったものは

「仕事の内容・職種に満足がいくから」であり、次いで「自分の技術・能力を活かせるか

ら」という結果であった。しかし、離職理由として高かった会社の将来性や賃金・その他

労働条件を理由として挙げている人の割合は、両者に比べると非常に低い。つまり離職を

決める理由と再就職先の企業を決定する理由には大きな違いが表れているのである。では

何故、先行きの不安、あるいは労働条件への不満があって前の企業を辞めたのに、次の会

社にその条件を求めて入る転職者は少ないのだろうか。 
今度は、企業側が転職者を採用する理由を、同じく厚生労働省の実施する調査データよ

りピックアップしてみる。一般正社員の転職者の採用理由として多く挙げられていたのが

「経験を活かし、即戦力になるから」、「退・転職者の補充のため」などで、専門的・技術

的、管理的な仕事の採用には「専門的知識・能力を活かせるから」とする回答が多かった。

もうひとつ、転職者の採用時の問題点も挙げておくと、産業別にかなりばらつきはあるも

のの「採用時の賃金水準や処遇の決め方」、「求職者の能力評価に関する客観的な基準がな

いこと」、そして「必要な職種に求職してくる人が少ないこと」というものだった。転職者

を募集・採用する企業としては、専門的知識や経験を活かせ、即戦力となれる人材である

かを主な採用基準としているわけだが、同時にその採用には賃金水準や能力評価の困難さ

が付きまとっていることになる。このことは、離職者が賃金ないし労働条件を再就職企業

に求めて入職していないことと関連があるだろう。労働者は、企業が何を望んでいるかと

いう点に重きを置いて就職活動に尽力することは言うまでもないが、いくら会社の将来性

や労働水準への不満で前の企業を辞めたとしても、再就職先でそれらが以前より改善され

るかどうかというのは判断できず、実際に勤めてみないと分からない問題である。転職者

の募集企業が採用の判断材料として技術・知識・経験などを重視するなかで、求職者は自

身の能力や経験を活かせるかどうか、仕事内容が自分に合っているかどうかという点を、
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自然と転職企業選択のポイントにしているのではないだろうか。 
 

図表６ 転職先に満足している点 

 
出所：厚生労働省（2006） 

 
図表７ 転職先に不満足な点 

 
出所：厚生労働省（2006） 

 
さらに、転職を実際に行った後、どのような点に満足あるいは不満足であったか見てい

こう。転職後に満足している点として最も高かったのが仕事内容・職種であり、最も不満

足だったのが賃金となっている（図表６，７）。この図表が表わしている結果から、実態と

しては、賃金をはじめ労働条件の改善が目的で転職するというよりは、自身の能力をさら

に発揮する、あるいは納得のいく仕事を求めて転職しているといえるだろう。しかし第 1
節でも述べたように、仕事内容が合っていなくても仕事を続けようと考える労働者は増加

しており、また、転職に対しても否定的な意見をもつ労働者も増加傾向で、実際に転職を

した労働者の割合は減少し続けている。転職をすることで賃金含め労働条件の改善が見込

める、という可能性が低いために転職を躊躇するというのは合点が付くが、転職をしたこ

とで前職より仕事内容・職種に満足しているとの結果をみると（図表６，７）、馴染めない
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仕事であっても、我慢して続けることに意味があるから転職をしないというのは腑に落ち

ない。転職に対して否定的な考え方を持つ裏には、賃金や能力といった表層的な問題以外

に、可視化されない何か別の障害があるのではないだろうか。 
次節では、ホワイトカラーの方たちに実際にインフォーマントとしてインタビューに答

えていただき、その方たちが転職ないしキャリアについてどう考えているかについて調査

することで、近年の志向の変化の裏にある問題点の解明を行っていこうと思う。 
 
第 3節 インタビュー調査より 
本節では、実際に会社に従事している 17名の方に行ったインタビューより、転職に対す

る考え方を見ていく。今回回答を頂いた 17名のインフォーマントのうち、転職経験者は４
名であった。また、転職を実際に行ってはいないが「考えたことがある」とする回答者も、

転職経験なしと回答した 13 名のうち 10 名いた。今回のインタビュー調査では、転職を考
えた人の割合は経験者も含めると過半数を大きく上回る結果となった。 
まず、転職経験の有無によって、転職に対する認識に何らかの差と類似性があると考え、

インフォーマントたちを転職経験者と転職未経験者に大別して、両者の認識を比較しなが

ら転職について考えていこうと思う。 
最初に転職に対してどのようなイメージを持っているかについて質問してみたところ、

転職歴の無い回答者は「自分のしたいことができるってことかな」（J.N氏：男性、20代後
半）、「ステップアップするっていうイメージかな」（L.L 氏：男性、20 代後半）、という肯
定的な見方と、「今より給料が下がりそう」（X.M氏：女性、20代後半）、「絶対的なスキル
がないとやる意味がないっていうイメージ」（R.X氏：男性、20代後半）、「時代なんでしょ
うけど、厳しいだろうなっていうのが。…今はよその業界とか見よったり、日本全体見よ

ったら、まあ今おるほうが無難って言葉悪いですけど」（L.J氏：男性，30代前半）のよう
な否定的な見解に分かれた。また「ポジティブでもネガティブでもない」（X.X 氏：男性、
30 代前半）というどちらとも言えない意見も見受けられた。転職に対してのイメージは当
然人によりけりであるが、自身のステップアップに繋がるという希望を抱くか、給料面あ

るいは自身のスキルといった現実的な視点で転職を考えるかのどちらかにその考えは依拠

しているようだ。 
一方、二度の転職経験がある Z.J氏は、「世代的には終身雇用が普通で敬遠する人も多か

ったけど、でも今は終身雇用も無いし、年功序列も無い時代になってきてると思うんで、

これからは普通になってくるんじゃないかと思いますね。」と、肯定しているというよりキ

ャリア形成のツールとして当然の選択肢の一つと考えていた。経験者からみた転職は、そ

の結果の善し悪しより自身が選択した道だから、自分に納得がいくかどうかではないかと

いう考えをもっているようだ。しかし「すればするほどよくなるもんじゃないと思います」

（R.S 氏：男性、20 代後半）とあるように、転職を重ねすぎるとその人の人間性や企業へ
のロイヤリティが疑われる危険もあり、良いイメージとは一概に言えないとする意見もみ

られた。転職に対する認識は人によって様々であったが、肯定的な見方の回答者たちは、

自分のやりたいことを突き詰めていこうとしている傾向にあり、逆に否定的な考えを持つ
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回答者たちは、現状に満足しているか、給料や労働条件の不安から転職することのメリッ

トを見いだせていないようだった。以上から転職をどう思うかは、本人のキャリア感ない

し内面性が大きく関係していると思われる。Z.J氏は、転職について「結局ずっと会社にい
るのもリスクだと思いましたし、出るんも当然リスクだし。で、どっちのリスク取るんだ

って言ったら、やったほうが良いじゃないですか。何にもやらんと後悔するよりも、やっ

て後悔した方がまだ自分に納得がいくんで」と語っていた。 
次に転職を経験した方たちに、転職を決めた理由を伺ってみたところ、第 2 節でも触れ

た賃金・その他労働条件の不満によるもの「給料が安すぎるから」（J.M氏：男性、30代前
半）、「結構生活が回らないくらい忙しくて、…中略…このまま続けるのは厳しいかな、と

いうのがあった」（Q.X氏：女性、20代後半）が挙げられた。他にも「時代にそぐわなくな
ってきたと思ったからですね」（Z.J氏：男性、40代後半）というように、こちらも前節で
取り上げた主な離職理由である会社の将来性に対する不安によるものだった。また、今の

会社を選んだ理由としては、結婚のために地元に帰って就職先を探した「奥さんが香川の

人だったんですよね…中略…こっち帰ってきて、結婚しようかなと思って」（R.S氏：男性、
20 代後半）というものや、地域への社会貢献が出来る「四国で大きな会社を築いてやって
いきたいという目標をずっと持っている会社なので、すごく私が地域社会に貢献したいと

いうのに、当てはまっているかな、と思い今の会社を選びました」（Q.X氏：女性、20代後
半）という考えであった。離職理由は前述通り会社への不安や不満だが、企業を新しく選

ぶ際に、その選択理由として、本人の中で最も想いの強いものに依拠していることが窺え

る。 
では転職を考えたが、実行に移さなかった人たちはどのような理由からだろうか。某銀

行勤務の L.S 氏は「転職したいんですけど、今よりいい条件のとこで自分の能力に対して
はないと思うんですよね。制度が整ってなかったりいろいろ充実してないとかを感じたり」

とするように、求人企業の制度的な問題点、求人企業の求める能力と自身の能力の不一致

などから断念せざるを得ない状況が転職を困難にしている様が垣間見える。他にも、転職

活動が大変であり、そのために労力を使おうと思わないため「就職活動が面倒くさかった

からしなかったってのが一番大きいですね、もう一度一から知識を得てってことになるの

で」（G.T氏：男性）や、転職活動にあたりどのような筋道を立てればよいか分からない「考
えて結局実行しなかったのは、やりたいことが特になかったし、転職をやる際に、どのよ

うな条件が満たされれば転職が可能になるとかあれば」（U.B氏：男性、30代前半）などの
理由も挙げられている。転職を考えていない R.X氏は、「結局また、自分を売り込むわけで
しょ。だからこれだけは絶対に他の人に負けないっていうものとか、説得力のある資格と

か。…中略…どんな環境でもそこに順応できる人間じゃないとどこにいっても仕事はつま

らないと思うよ」とし、今の環境に自分を適応させることが重要だと考えている。 
では、転職にはどのような問題があるのだろうか。転職をより容易なものとするために

はどのような条件が必要か、という問いに対しては、転職未経験者は自分を売り込める知

識やスキル「資格かな、やっぱり」（Q.M氏：男性、20代後半）、他にも L.S氏は「年収が
300万円くらいで土日休みで…」という労働条件のクリアが挙げられていた。彼女以外にも
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収入面の条件が転職しやすくなるためには必要だと感じている回答者がみられ、自身の努

力と、会社側の歩み寄りの問題が主に転職にあたって足枷となっていることが分かる。そ

の一方で、X.X氏は「資格とか商品知識というのは、後からも学べるし最低限あるとしてあ
んまり関係ないかと。行く先のコネクションが強ければ強いほどいいということですね」

と述べ、人脈が重要だとの認識を示した。転職を困難にしている問題は数多くあったが、

その問題は大きく自身の努力と企業の努力のよって改善されるという認識でもあった。 
しかし、転職経験者の J.M氏と R.S氏は転職時に特に問題がなかったとしている。転職

の準備について R.S氏は「自分がした仕事をまとめたくらいで」、J.M氏は「えっと、根回
し」、また、Q.X氏は「まず手当たり次第ハローワークに行ったり、人材紹介会社を利用し
たり、時間があるときに一緒に卒業した同世代の人たちはみんな働いているので、いろん

な業種の人に話を聞いたりしました」。Z.J氏については、「それはもう、障害はいっぱいあ
りましたね」「当然辞めるからには引継ぎがいるわけで、そこでの問題が出てきますし、家

族とかの反対というのもありますよね」と転職時に問題を多く抱えていたことを話した上

で、「でもそれを押し切ってやるぐらいの勢いがなかったら出来んですよね」と、最終的に

は自身の気持ちが一番大切であることを話されていた。 
今回のインタビューでは転職を意識したことがある、あるいは考えている人の割合は高

い結果であったが、転職を心から「希望」している印象はさほど受けなかった。会社に対

して何らかの不安を抱えているが、自身の将来のキャリアアップを考えて転職を真剣に考

えている人は少なく、転職を経験した人もそれを動機としている人は１人にとどまってい

た。また、転職を実行に移そうにもそれにかかる費用、時間その他の労力のために意識の

段階で思いとどまり、その労力を今勤めている企業にかけるほうがいいというような考え

方を持つ傾向がみられた。転職を支えるのはその人の意識に依るところが大きいと感じた

が、その背中を後押しする機関や制度の充実によって転職を本気で考え実行する人は今以

上に増えてくると思われる。転職を行いやすい環境の整備が労働者にとって必要ではない

だろうか。 
 
おわりに 
大手転職支援サイト DODA（デューダ）の最新の転職理由ランキングによると、2008年

のリーマンショック以降、増加傾向にあった「止むを得ない理由」や「不安」に駆られて

転職する人の割合は減少し、その一方現状の改善を目指す前向きな転職理由が増加に転じ

ており、2008年以前の水準まで回復したとある。転職の動向が景気の影響を受けるという
のは再三本稿で取り上げてきたが、インタビューの結果も踏まえると、単に現在の景気の

影響だけではなく、本人の意思と転職に対する企業側の理解、そして転職を支援する環境

の問題があることが分かる。今回は人々の転職志向に焦点を当てて近年の転職についてみ

てきたが、 
転職をより行いやすくするために何が必要となっているかを３つの側面に分けて考えてみ

る。 
まずは企業側の面である。企業の仕事内容や採用情報が転職希望者にしっかりと公開さ
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れてないという声からも、企業は転職者と情報を共有する機会を増やし、新卒者の採用の

際と同じように企業を知ってもらう努力を行う必要があるだろう。具体的には転職者を対

象としたインターンシップなどがあるだろう。採用枠を設けている以上は、転職者にもし

っかり自社をアピールし、人材紹介機関などと提携して就職支援を進めるべきだ。 
２つめはハローワークや人材派遣会社など、転職支援の第三者機関側の面である。転職

を支援する環境の充実は転職活動を困難に感じている多くの転職希望者にその背中を押す

ものとなるだろう。「ハローワークの相談機能は転職結果に肯定的な影響を及ぼす。ただし，

支援の中心は転職の実現であり，転職後の定着や活躍といった持続的な効果は確認されな

い。ハローワークにどこまでのサポートを期待するのかは議論の余地がある」(中村, 2011）
とあるように、ハローワークが実際に転職に役立ってはいるが、現状はあくまで転職する

までのフォローであり、その後のバックアップなどの面には課題があるという状態である。

転職を成功と呼べるようにするには、これら第三者機関と求職企業との情報の交換や相互

扶助の体制が必要ではないだろうか。

そして、最後に労働者側の面である。インタビューからも分かるように労働者一人一人

が持つ転職志向やキャリア感は様々で、どの考え方が正しいというのはない。しかし、Z.J.
氏が述べていたように、今後の社会では自身も企業も成長していかなくてはならないし、

自身が成長出来るフィールドを選んでいく能力もますます必要となってくることには違い

ないだろう。今回のインタビューで雇用不安、会社の将来性に対する不安に直面している

人はほとんどおらず、転職に関しても深く考えているという感じではなかった。その中で

も、将来を見据え、自身を向上させようとしている Z.J.氏の意見は心に残るものがあった。 
労働者は、自身のキャリアに対する考えを振り返りながら、本当にやりたい事が今の会社

にあるのか、自身の成長について考える機会を今以上に持つ必要があるように感じる。 
転職には本人の志と周囲の環境整備が必要だが、反対に周囲の環境が転職を行いやすい

ものになれば、それに伴って転職に対する意識と動向も変化してくるだろう。自身のキャ

リアに対する再認識と、転職支援の制度的・機関的な強化は、労働者のキャリア選択の幅

を広げ、キャリアの再構築をより行いやすいものにする社会に繋がるのではないだろうか。 
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長時間労働の実態 
 

木村優斗 
 

はじめに 
近年、我が国では労働時間を短くしようとする時短制度が注目されている。これまでの

日本の労働時間は欧米諸国と比較すると突出して長かった。2007年の経済協力開発機構
（OECD）の調査では、日米英独仏の 5カ国で最も長くなっており、最も短いドイツとは
300時間以上もの差があった。政府は労働時間の是正のために 1986年に「構造調整の指針」
を打ち出し、それ以降労働時間は確実に減少していった。この背景には、1987年に労働基
準法（以下労基法）が改正され、原則的に週 48時間労働から週 40時間労働に段階的に移
行していったこと、週休 2日制の普及などがあげられる。労働時間が減少したにも関わら
ず、2000年頃からは過労問題がたびたび話題にあがるようになった。特に、働き盛りの世
代のフルタイム労働者の長時間労働が顕著になり、過労による体調不良や精神疾患を患う

という問題が生まれてきたのである。労働時間が短くなったという統計の情報と実際の労

働現場の乖離はなぜ存在しているのだろうか。 
この問題に対して、政府が行っている「社会生活基本調査」を使って考えてみる。まず、

図表１を見ていただきたい。この表は企業規模別ごとにみた労働時間の推移である。週休 2
日制度が導入される前の 1986年とその導入が広がってきた 2006年とを比較してみると、
どの企業規模でも土曜日の労働時間は 1.5時間程の減少を見せているが、平日の労働時間は
増加していることが分かる。また、図表２は１週間における睡眠時間の推移を表したもの

である。過去 30年において、フルタイムの男性で週当たりに４時間、フルタイムの女性で
３時間の低下がみられた。労働者が過労を感じている背景には、週当たりの労働時間の変

化はないが、土曜日の労働時間の分を平日に働くようになり、その分睡眠時間を奪われて

いるという可能性があるのだ。 
 

図表１ 企業規模別当たり労働時間の推移（フルタイム男性雇用者、時間） 

1986年 1991年 1996年 2001年 2006年
1000人以上
週当たり 51.7 50.7 50.8 50.9 51.7
平日 8.9 9.0 9.0 9.0 9.2
土曜日 5.2 4.0 3.6 3.3 3.5
30-999人
週当たり 53.3 51.9 52.2 51.4 53.3
平日 8.8 8.8 8.9 8.9 9.2
土曜日 7.0 5.9 5.2 4.9 5.0
30人未満
週当たり 54.4 53.1 52.7 51.8 54.1
平日 8.7 8.6 8.7 8.7 9.0
土曜日 7.9 7.3 6.8 6.4 6.6  

出所：統計局「社会生活基本調査（各年版）」 
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図表２ 1週間における睡眠時間の推移（フルタイム男女労働者、時間） 

1976年 1981年 1986年 1991年 1996年 2001年 2006年
男性　週当たり 56.7 55.7 54.0 53.4 53.3 52.8 52.4

平日 7.9 7.8 7.6 7.4 7.4 7.3 7.2
土曜日 8.0 8.0 7.7 7.7 7.8 7.8 7.8
日曜日 9.0 8.7 8.6 8.5 8.5 8.5 8.5

女性　週当たり 53.6 52.8 51.8 51.1 51.3 51.0 50.8
平日 7.5 7.4 7.3 7.1 7.1 7.1 7.0
土曜日 7.6 7.5 7.3 7.4 7.6 7.6 7.6
日曜日 8.4 8.1 8.2 8.1 8.2 8.2 8.1

出所：統計局「社会生活基本調査（各年版）」 
 
このように、統計情報による労働時間と実際の労働現場では乖離が存在している。そこ

で、本報告書では日本人の労働時間の現状を整理し、夏に行ったインタビュー調査を用い

て実際に働く人の労働を明らかにし、働きすぎる日本人の実像に迫りたい。 
 
第１節 長時間労働の現状 
まず、厚生労働省の「毎月勤労統計調査（以下毎勤）」と総務省の「労働力調査」から年

間の労働時間の推移を詳しく見ていくことにしよう。図表３より、前者では 1990年の 2052
時間から 2010年には 1798時間となっており、大きく減少していることが分かる。09年に
は政府が目標としていた年間総実労働時間 1800時間以内を初めて達成した。ただし、この
調査は事業者が対象となっており、賃金が支払われている労働時間に対して計算されてい

るため、一般的に言われるサービス残業については考慮されていないということに注意し

なければならない。一方、後者では 1990年の 2380.7時間から 2010年には 2095.6時間ま
で減少している。この調査では対象が労働者になっているため、サービス残業の分も含ま

れていると考えることができる。これらより、日本のサービス残業の現状が読み取れる。

どの年代でも、サービス残業時間の差はほぼ縮まっておらず、300時間前後で推移している。
これらより、サービス残業自体は減少していないが、全体の労働時間は減少傾向にあるこ

とが分かった。ここからは統計上の労働時間が減少した要因について検討していく。 
 

図表３ 労働時間の推移（時間） 

 
出所：総務省「労働力調査（各年版）」、厚生労働省「毎月勤労統計調査（各年版）」 
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総実労働時間の減少した要因で考えられるのが「労働時間の二極化」である。「労働時間

の二極化」とは、正社員の長時間労働と短時間労働のパートタイム労働者の割合が共に増

加する現象のことである。図表４を見ていただきたい。このグラフは全体の労働者におけ

るパートタイム労働者の比率とその数を表している。パートタイム労働者は毎年増加して

おり、1993年では、14.4％だった割合が 2010年には 27.8%まで増加している。 
 

図表４ パートタイム労働者数と労働者比率 

 
出所：厚生労働省「毎月勤労統計調査（各年版）」 

 
図表５ 就業形態別労働時間の推移（時間） 

出所：厚生労働省「毎月勤労統計調査（各年版）」 
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図表５は厚生労働省の毎勤を基に一般労働者とパートタイム労働者の労働時間の推移を

表したグラフである。就業形態計で見てみると、確かにこの 20年弱で 166時間の労働時間
の短縮が見て取れる。しかし、一般労働者・パートタイム労働者と別々で労働時間の推移

を見てみると、どちらもほぼ横ばいであるということが分かる。 
つまり、労働者全体の中で短時間労働者の割合が増加したことにより、全体としては労

働時間が減少したように見えたのが実態であって、実際には一般労働者の労働時間短縮に

はつながっていない可能性が高いことを予想することができる。 
 
第２節 現代の長時間労働の原因 
本節では、現代の労働者がなぜ長時間労働の環境下で働いているかについて考えていく。

現代の労働者の働き方の特徴は前節でもあげたとおり、パートタイム労働者の増加や正社

員の少数精鋭化である。このような流れになった背景には日経連が提唱した「新時代の日

本的経営」によるものが大きい。労働者を管理職や基幹労働者が主な「長期蓄積労力活用

型グループ」、主に派遣などで構成される「高度専門能力活用型グループ」、パートやアル

バイトで雇用される「雇用柔軟型グループ」という３つのグループに分けることで、労働

力の「弾力化」や「流動化」を狙い、人件費の低コスト化を図ったのである。これにより、

企業はその時の業務量の多さに応じて雇用を調整することができ、効率的な雇用管理が可

能になるのである。この流れを受け、1990年代半ばから長期的に企業は新規採用を抑え始
め、正社員が必然的に少なくなっている雇用環境が生まれていった。 
次に労働時間が長くなる原因、つまり残業について考えていく。図表６は労働政策研究・

研修機構の調査によるもので、残業をする主な理由について第１位は「仕事量が多いから」

という理由をあげた。第２位に「予想外の仕事が突発的に飛び込んでくるから」とあげ、

第３位は管理職で「自分の仕事をきちんと仕上げたい」、非管理職で「人手不足」を要因に

あげた。これらに続くのが「仕事の性格上、所定外でないとできない仕事があるから」、「仕

事の締切や納期にゆとりがないから」などである。逆に、「残業手当や休日手当を増やした

いから」、「自分の能力が足りないから」という項目は低い値を出している。つまり、労働

者の多くは仕事の性質や量によって残業する傾向が強いことが分かる。 
図表７は仕事に対する意識の肯定・否定度別に見た月間総労働時間の平均を表したもの

である。非管理職・管理職の両者で「当てはまらない」よりも「当てはまる」が 10時間以
上長い項目は「仕事を頼まれると断れない」、「上司が退社するまで帰宅しない」であった。

また、「これまで受けてきた人事評価は高い方」では両者で「当てはまる」人の方が、労働

時間が 10時間近く長いことが見て取れる。これより、自らの仕事の出来に関して自己評価
が高い場合労働時間が長くなる傾向が読み取れる。これは、「出世志向が強い」という項目

と関連していると考えられ、将来出世したいと考えている人は成果を残すべく、長時間労

働にあたる可能性がある。 
図表６では先に帰りづらいという職場の雰囲気に当てはまる項目は、あまり大きな割合

を示していないが、図表７による実際の労働時間を見たときに、職場の雰囲気は明らかに

意識されている。また、「仕事を頼まれると断れない」ことによる労働時間の増加など、残
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業している人の多くは自発的な残業というより、取引先との関係性や他者による影響が強

い。正社員の精鋭化が進んだことにより、仕事の責任が正社員に重くのしかかるようにな

り、長時間労働を余議なくされる場合が増えているようである。 
 

図表６ 残業する理由（％） 

! "! #! $! %! &! '! (!

その他

手当を増やしたい

仕事の内容や目標の変更

自分の能力が足りない

仕事の進め方にムダ

先に帰りづらい

部下・後輩の指導

業務の繁閑が激しい

仕事の性格上

締切や納期のため

自分の仕事をきちんと仕上げたい

人手不足

予想外の仕事

仕事量が多い

管理職

非管理職

 
出所：労働政策研究・研修機構（2010） 

 
図表７ 仕事に対する意識別に見た月間総労働時間の平均（単位：時間） 

出世志向が強い 自己管理能力が高い
仕事を頼まれると
断れない

てきぱき仕事を
こなしている

専門職志向が高い

当てはまらない 178.2 183.7 174.7 181.2 174.4
あまり当てはまらない 182.1 185.1 180.3 183.9 182.3
やや当てはまる 187.3 181.2 181.8 182.7 183.3
当てはまる 193.0 186.7 188.0 184.2 186.2
合計 183.2 183.3 183.2 183.2 183.2

当てはまらない 187.7 202.3 176.5 200.0 185.6
あまり当てはまらない 183.4 189.1 183.9 188.8 185.4
やや当てはまる 187.4 185.4 184.5 185.1 185.7
当てはまる 192.8 182.0 191.9 186.5 187.2
合計 186.0 186.0 186.0 186.0 186.0

当てはまらない 186.7 184.7 185.4 176.9 180.2
あまり当てはまらない 182.9 182.0 180.5 183.3 181.7
やや当てはまる 182.6 183.0 181.9 194.4 183.4
当てはまる 184.7 185.2 185.9 207.9 190.0
合計 183.2 183.2 183.2 183.2 183.2

当てはまらない 186.4 187.5 183.4 184.8
あまり当てはまらない 189.6 183.3 188.7 184.3 181.0
やや当てはまる 186.0 187.3 184.6 192.8 186.7
当てはまる 184.3 190.1 187.4 202.1 191.2
合計 186.0 186.0 186.0 186.0 186.0

仕事がないと
不安になる

仕事に対する
責任感が強い

上司が退社する
まで帰宅しない

これまで受けてきた
人事評価は高い方

だ

非管理職

管理職

管理職

非管理職

協調性がある

 
出所：労働政策研究・研修機構（2010） 

 
第３節 インタビュー調査より 
本節では、インタビュー調査の結果を用いて労働者から実際に働くことについてどのよ

うに感じているのか、その背景にはどういった理由があるのかを考察していきたい。今回

ご協力頂いたインフォーマントの方々は合計 17名、うち男性が 14名、女性が３名であっ
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た。 
まず、労働時間について述べていく。自身の労働時間について長いか短い、どちらかと

いう質問に対して「長いと感じます。うちは基本的に土日が休みなんですけど、イベント

があるので･･･」（U.B.氏：男性、30代前半）、「長いですね。チームで動いていると 1人だ
け帰るにも帰れないですね。」（G.T.氏：男性）と、労働時間を長く感じる理由に休日出勤
や職場の雰囲気があることが分かる。また、「まぁ、普通じゃないかな。民間企業に比べれ

ば短いと思うな。民間は帰ってくるの 23時とかいう人も多いしね。」（G.H.氏：男性、40
代前半）や「今はちょっと短いですね。でも、転職した時は５月に入ったんですけど、１

カ月勉強期間があって、その間もう缶詰状態で。大体８時に会社に行って、外出て夜 10時
くらいに帰ってきて、それから仕事して･･･」（Z.J.氏：男性、40代後半）のように自らの
労働時間を以前の労働時間や周りの会社と比較すると、それほど長いとは感じていないと

いう人もいた。また、「毎日 22時でも 0時まででも仕事したい、なんぼでもしたいですね、
（時間が）あれば。」（Z.J.氏：男性、40代後半）というように労働に高いモチベーション
を持っており、そもそも労働時間の長短を意識しているわけはないということだ。自身の

労働時間が短いと感じている人を見ても、「短いね、時間が足りない。仕事を進めるための

時間が足りない。」（L.L.氏：男性、20代後半）のように仕事量が多いことが理由でそのよ
うに感じる場合もあれば「短いんじゃないかな。･･･中略･･･時間内に終わらせないと会社

に失礼だと思うよ。コストかかっているわけだし。」（R.X.氏：男性、20代後半）というよ
うに、あくまでも仕事は定められた時間の中でこなすものという理由もあり、自信の労働

時間の長いか短いかの感じ方については個人差があることが分かった。 
労働時間が長くなる要因は残業によるものが大きいことであることは、第２節でも示し

てきた通りである。今回のインフォーマントの方々の残業が行われる原因を分析すると、

「仕事量の多さ、その人が担当になっている仕事」ということが主に挙げられた。また、

突発的に仕事が起こる場合もあった。「クレームがあれば行くし、動きがあれば行くし。東

アジア、台湾、韓国、日本だったら東京とか四日市とか大阪とか。」(X.X.氏：男性、30代
前半)。今回のインフォーマントの方々は企画・営業職の人が多かったためか、取引先との
都合によって自身の労働時間が大きく影響されていた。 
また、残業以外にも休日出勤を行っている人が多い現状が見て取れる。「基本的に休日で

も自分が担当しているスポンサーとかがイベントすると立ち会い行くし、取材行くし、休

日と平日の境界があまりない。」（L.L.氏：男性、20代後半）、「やっぱ土日とか休みの日に
イベントとか、まぁ出社せないかん理由ができて･･･。」（R.S.氏：男性、20代後半）、これ
らのように、主に休日に行われるイベントや取引先との都合などによるものである。担当

の人間が決まっていることにより、他の人との代替がしづらいという現状が明らかになっ

た。日々の残業に加え、本来休みであるはずの土曜日や日曜日に仕事をすることで、労働

時間はさらに増すことになる。さらに、休日出勤をしている労働者には別の問題も浮き彫

りになった。それは、休日出勤をしている人たちは極端に有給休暇の取得日数が少ないこ

とである。なぜならば、休日出勤をする度に代休がついていくからである。J.M.氏は「代
休がすごい溜まってしまってそっちから消化していってるんで、有給休暇が残ってしまい
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ますね。」と述べている。R.S.氏も J.M.氏とほぼ同じ理由でほとんど有休を取得することが
できていないということだ。また L.J.氏は、休みを代休として消化するということで「（会
社に）有休を取る文化がない。」とまで言っている。有給休暇は本来、労働者の疲労回復、

健康の維持・促進などのために利用される制度であるのに、代休を取ることばかりを優先

され、有休の取得の阻害要因となっている。 
では、企業はどのような時短制度を行っているか見ていこう。今回の調査で最も多い回

答を得た時短制度はノー残業デーであった。ノー残業デーは時短制度の中でも最もポピュ

ラーな制度で今回の調査でも多くの企業で制度として採用されていた。またノー残業デー

が週に何回あるかということにも差異が見られた。G.H.氏の勤める会社では「（ノー残業デ
ーは）通常は水曜日だけど今は金曜日もノー残業デーになってる。」と週に２日間ノー残業

デーが採用されている。だが、同氏は「ダラダラすることを防止する効果はあるな。その

一方で忙しいときは煩わしいな。･･･中略･･･週２日はない方がいい。」と、現制度にあまり

肯定的ではなかった。また、Z.J.氏は毎日がその職務の形態からか、毎日がノー残業デーで
あると答えた。一番多かったのは週に１回ノー残業デーが導入されているということだっ

たが、U.B.氏は「水曜日にあげられているんですけど、ほとんど実施されていないですね。
早く帰ると仕事にならないんで。」他にも「その日に勤務時間を超えて会議は入ってたりと

かあるんで。」というように制度が機能していないという意識を持っている人が多い。ノー

残業デーであるにも関わらず、通常と同じように残業している状態が続いてきているせい

か、ノー残業デーに帰れないことは“当然”であると思っている人が多い実態が見えてき

た。 
インタビュー調査からも長時間労働の原因に仕事量が多いことが深く関係していること

が理解できる。だが同時に、労働者がそのような労働環境を受け入れてしまっている現状

もうかがえた。時短制度について何かあればいいと思うものはありますか、という質問を

した際に、残業が常態化している方々の多くが「必要ない」という意見を述べていた。労

働者の中で時短制度に対して興味・関心が薄い実態を目の当たりにした。政府が労働時間

の短縮に向けて取り組んできたのはこれまでの制度改革を見ても分かるが、労働者にその

意識が不足しているのだ。これまでと変わらない労働環境（むしろ以前よりひどい）に置

かれながら統計上労働時間は短縮されている、と示されても全くイメージできないだろう。

だが、これはノー残業デーや年休の制度が形骸化していることと関係していると思う。既

存の制度が形骸化すればするほど、新たな制度が導入されてもそれが機能しないだろうと

いうことが目に見えているのだろう。 
 
おわりに 
以上のように、本稿では長時間労働に従事する労働者の現状と実態について見てきたが、

その中で私は二つの問題を抱えていると考える。 
一つ目は、企業における成果主義の導入が浸透してきたことである。第２節で示した仕

事量の多さや人手不足という問題は成果主義の導入における人件費の流動化に起因される

だろう。そのため、企業内で少数精鋭化と言われる組織形態が多くなり、働かなければな
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らない環境が作られていったのである。だが、若い世代では成果主義を求める声もある。

JM氏のように給料が安すぎるために転職をするという動きもあり、自らの仕事に対する評
価を賃金として反映されたい人が増えているのだ。しかしながら、出世意識が強い人、高

い評価を受けたと思っている人の労働時間が長くなる傾向があることは第２節でも示した

通りである。現制度のままでは、20代や 30代の若い労働者にも長時間労働者が増える危険
性があるだろう。 
二つ目は、これまで以上に労働者のワーク・ライフ・バランスへの意識を高めることが

要なことである。インタビュー調査でもあげたが、労働者の時短制度への意識の低さは目

立つ。近年ではユニークな時短制度や休暇制度を進めている企業もあり、成果をあげ労働

者から高い評価を得ている企業もある。しかし、すべての企業でそのような制度が一定の

成果をあげることは考えづらい。時短制度を進めるにはその業界や職種によって応じた制

度を作り上げ、労働者が今後の働く形と生活のビジョンを見出していくことが必要なので

はないだろうか。 
短時間労働者の他にも中国人やブラジル人などの外国人労働者の流入が増え続けており、

今後もより多様化し、個人化した労働環境が広がることは間違いないだろう。少数精鋭化

されていく正社員が労働のあるべき姿を見つめなおす時期に来ているのだ。それを労働者

個人が考えるためにも時間が必要なのである。労働者が企業や社会に訴えかけていくこと

によって、より意識のマッチングした労働環境が生まれていくのではないかと考える。 
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日本人の労働時間に対する意識

木下舞

 
はじめに 
近年日本では、恒常的な時間外労働や不払い残業、過労死・過労自殺などの健康を損な

う問題から、多くの企業が長時間労働における是正政策を行っている。しかし、このよう

な動きは真に日本人の労働時間削減ということには繋がっていないようである。その理由

のひとつとして、日本人の労働時間に対する意識の違いが挙げられる。例えば、長時間労

働削減のための時短政策は人によって捉え方が全く異なる。そのような時短政策によって

会社全体の雰囲気が良くなり、実際に残業時間削減に成功したと考える人もいれば、強制

的に帰らされることにより翌日以降の仕事を増やすだけとなり、結局その日の残業時間は

削減されても、その削減された残業時間を他の日にカバーしなければならないため、政策

がうまく機能していないとい考える人もいるのである。このように、各企業や個人によっ

て考え方や環境には様々な違いがあるのである。 
 

 

出所：労働政策研究報告書№128（2011年） 
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図表１は、長時間労働やサービス残業をなくすために重要なことにおける調査結果であ

る。図表１から、「残業手当などを働いた分だけちゃんと払う」や「働く者それぞれが残業

しないように気をつける」、「会社がノー残業デーや退勤時刻の際に終業の呼びかけを行う」

という意見が多いことが分かる。手当や呼びかけについては企業側の行うべき努力であり、

残業しないように気をつけるというのは労働者一人一人が意識すべきものである。このよ

うな考え方の違いを持った労働者が同じ会社に勤めているとしたら、現状のままの政策で

は“残業時間削減”という根底にある目的達成は成し遂げえないと考える。このようなこ

とを背景に、第１節では現在の日本人の残業の実態と原因、第２節では残業時間削減のた

めの時短政策について述べ、第３節では、インタビュー調査の結果からインフォーマント

の実際の声を参考に現在の労働実態について分析していきたいと思う。また、第３節では

私が最も関心のある「日本人が自身の労働時間についてどのように考えているのか」に重

きをなし、論じていきたいと思う。 
 
第１節 日本人の残業の実態と原因 
まずはじめに、日本人が現在どのくらい働き、どれほどの残業を行っているのかについ

て見ていきたいと思う。図表２は、2005 年から 2010 年までの日本人の労働時間を総務省
の「労働力調査」（以下、労調）と厚生労働省の「毎月勤労統計調査」（以下、毎勤）の結

果からグラフ化したものである。 
 

 
出所：総務省「労働力調査」（2010）、厚生労働省「毎月勤労統計調査」（2010）
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図表２を見て分かるように、毎勤の所定内労働時間は会社で決められた所定労働時間で

あるにもかかわらず、毎勤の総実労働時間と所定内労働時間には差が出ている。これが所

定外労働時間、すなわち残業手当がきちんと支払われた残業時間である。また、労調の年

平均労働時間と毎勤の総実労働時間は同じ１年間における平均労働時間であるにもかかわ

らず、両者には大きく差がでている。この毎勤の総実労働時間と労調の年平均労働時間と

の差が、残業手当が支払われずに行われた残業時間、すなわちサービス残業が行われた時

間である。そして、この二種類の残業時間だけを抜粋して作成したグラフが図表３である。

図表２では６年間でほとんど変化が見られず、横這い状態であった。しかし図表３では、

2008年まで年々減少傾向にあったが、2009年に少し増加している。この原因として、2008
年９月 15日に起きたリーマン・ショックが挙げられる。この世界的金融危機により日本も
大きく影響を受け、日本国内における労働者の仕事が減少したため、多くの企業で残業時

間削減が叫ばれた。これにより、見かけ上の残業時間は減少したが、実際のところは依然

として多くの労働者が長時間残業を担っているというのが現状なのである。 
 

出所：総務省「労働力調査」（2010）、厚生労働省「毎月勤労統計調査」（2010）

なぜ残業は生じてしまうのだろうか。この原因について解明していきたいと思う。図表

４は、残業する理由について管理職と非管理職に分けて表したものである。まず、管理職

と非管理職それぞれにおいて上位３つの項目を挙げたいと思う。管理職、非管理職ともに

１位は「仕事量が多いから」（管理職 62.5％、非管理職 63.9％）、２位は「予定外の仕事が
突発的に飛び込んでくるから」（管理職 36.0％、非管理職 31.2％）というものであった。３
位においては、管理職では「自分の仕事をきちんと仕上げたいから」（30.9％）、非管理職で
は「人手不足だから」（30.2％）という結果が得られた。やはり、残業の削減がなかなか達
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成できない理由として“仕事量の多さ”というのは、圧倒的な要因となっているようであ

る。第２位の“予定外の仕事”というのは、お客様相手の仕事など職業柄が原因となって

いると考えられる。また３位が少し違ってきたのは、非管理職より管理職を担う人々の方

が“責任感”が強いためなのではないかと考える。また、管理職と非管理職とで大きく差

が出たのは、「部下・後輩などを指導しているから」（管理職 24.1％、非管理職 7.0％）とい
う回答である。これは、労働者を指揮する立場にある管理職で圧倒的に多い結果となった。

また「上司の指示や手続きなど、仕事の進め方に無駄が多いから」（管理職 3.7％、非管理
職 8.5％）や、「自分の能力が足りないから」（管理職 3.2％、非管理職 8.4％）、「残業手当や
休日手当を増やしたいから」（管理職 0.1％、非管理職 3.9％）など、非管理職が管理職を上
回る結果になったのは、上司への不満や自身のスキルアップ、昇進等の希望の表れなので

はないかと考える。このように、管理職と非管理職では多少の差は見られるが、残業をす

る理由としてやはり“仕事量の多さ”は、圧倒的地位を占めているということが分かった。

労働者たちは図表４に見られるような様々な理由により、残業せざるをえない状況に直面

しているのである。 
 

! "! #! $! %!

その他

残業手当や休日手当を増やしたい

仕事の内容や目標の変更

自分の能力が足りない

仕事の進め方に無駄が多い

部下・後輩などの指導

周囲が残業しているため帰りづらい

業務の繁閑が激しい

仕事の締め切りや納期にゆとりがない

仕事の性格上所定外でないとできない

人手不足

自分の仕事をきちんと仕上げたい

予定外の仕事が突発的に飛び込んでくる

仕事量が多い

％

図表４ 残業する理由!３つまでの多重回答"

管理職

非管理職

 
出所：独立行政法人 労働政策研究・研修機構（2010年１月） 

 
第２節 時短政策の実態 
第１節では依然として残業が消えない原因を挙げたが、他にも残業の原因とであると考

えられることがある。それは、現在多くの企業が行っている時短政策における機能の仕方

や設け方についてである。現在長時間労働対策を行っていると答えた企業は、６種類の対



 
38 

 

策においてそれぞれ 40％程度である（６種類の対策については、図表５参照）。残りの 60％
は長時間労働対策を設置してすらいない。また、実施していると答えた企業と実施してい

ないと答えた企業の月間平均総労働時間を６項目に分けてそれぞれ比較してみると、図表

５のような結果となった。図表５より、長時間労働対策を行っていない企業より行ってい

る企業の方が圧倒的に労働時間が少ないということが分かる。特に顕著に差が表れている

のが「ノー残業デー」と「長時間労働の者やその上司への注意・助言」である。この２つ

の項目については、実施しているか否かで 10時間以上の差がある。言い換えれば、この２
つの対策により労働時間削減の達成に成功したと言える。また、他の４項目においても約

７時間の削減に成功している。すなわち、データ対象企業のほとんどで長時間労働対策が

うまく機能しているということになる。しかし、現在日本の法律で定められている法定労

働時間は週 40時間、これを月単位で計算すると１カ月 160時間である。それにもかかわら
ず、実際働いている労働者たちは対策を行っていない企業はもちろん、対策を行っている

企業でさえも約 20時間を超えており、両者とも法定労働時間を大幅に超えて働いていると
いうことになる。つまり、長時間労働対策を実施している企業が対策によって総労働時間

を削減することに成功しているということは事実だと認めるが、やはり法定労働時間を超

えている以上、真に成功とは言えず、まだまだ現状の対策では不足しているということに

なる。 
 

 
出所：労働政策研究報告書№128（2011年） 

 

このような実態を念頭に置き、本節では図表５でも長時間労働削減の第一歩を踏み出し

たと言える“ノー残業デー”に焦点をあて、各企業での政策を見ていきたいと思う。図表

６は、プラスに働くと思う労働時間短縮等の取り組みについて表したものである。３つの

凡例別に比較してみると、「管理職の時間管理の意識にプラスに働く」という項目において
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は、「残業を事前に承認する制度の導入」が最も多かった（69.6％）。残業したいときに事前
に上司に申請することにより、決まった時間しか残業できないため、ダラダラ残業を予防

し、管理する側にとっても残業が必要かどうかを判断する機会ができるため、３つの項目

の中で最もプラスに働いている取り組みとなっているようである。そして、「職場の労働時

間の適正化にプラスに働く」という項目で一番多かったのは「ノー残業デーやノー残業ウ

ィークの設置」である（47.3％）。本節で注目する“ノー残業デー”はやはり長時間労働を
削減し、できるだけ労働者にとって最適な労働時間に近づけるよう手助けをしてくれるよ

うである。最後に、「従業員の健康状態にプラスに働く」という項目で最も多かったのは「従

業員間の労働時間の平準化の実施」である（43.0％）。従業員間の労働時間を平準化すると
いうことは、従業員が公平に働くことができ偏った人員への負担がなくなるという意味で、

健康状態に好影響であると言える。このように図表５、６の結果だけを見てみると、労働

時間短縮のための企業側の努力は一見うまく機能しているように思える。しかし、本当に

労働者たちは自社の時短政策がうまく機能していると思っているのだろうか。次節で検討

してみたいと思う。 
 

 
出所：厚生労働省 委託事業「時間外労働削減の事例集」（2011年３月） 

 

第３節 実際の労働実態と意識―インタビュー調査より― 
本節では、17 名のインフォーマントが実際どのような働き方でどのくらい働き、自身の

働き方についてどのように感じているのかについて考察していきたいと思う。今回の調査

では 17名のうち男性 14名、女性３名、また管理職１名、非管理職 16名から回答を得るこ
とができた。 
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インタビュー調査の結果より 

 
インタビュー調査の結果より 

 

まず、17 名の実際の残業時間を通常期と繁忙期に分けてグラフを作った（図表７、図表
８）。図表７と図表８を比較してみると、圧倒的に通常期より繁忙期の残業時間が多く、ま

た残業手当が付いている人と付いていない人はほぼ決まっていて、残業手当が付かない人

が行う残業はほぼサービス残業であるということが分かる。さらに、J.M氏や U.B氏、G.T
氏は休日出勤もあり、３名とも休日手当はほとんど出ていないということが分かった。そ

れでは、なぜ残業をするのだろうか。実際のインフォーマントの意見にはいくつか共通し

た答えが確認された。 
まず、一番多かったのは「仕事柄」という理由からだった。具体的には、「難しいよね。

そういう仕事を取ってしまったからね。今の仕事柄そういうことやからね。」（Q.M 氏：情

報通信業）、「突然イベントが立て込んだりとか。今とか忙しいですね。夏、秋忙しいです。」

（L.J氏：メディア・広告業）、「開発業務でその日のうちに何かアウトプットを出さなけれ
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ばならない時に今止めるかっていうとそういった訳にはいかないので。」（X.X氏：製造業）
というような意見があった。また次に多かったのは、「仕事量が多すぎる」という理由であ

る。「まあ残業するってことは、仕事があるから残業するんであって。そこで残業せんと帰

っても、じゃあその仕事木曜日にせんとあかんわけやから…」（Q.M氏：情報通信業）、「…
広告の人はすごく残業があります。でも、午前中は打ち合わせとかもできないため、ほと

んど仕事がない状態なので、残業しても仕方がないという雰囲気になってしまっているら

しいです。」（X.M氏：サービス業）というような意見があった。また他にも、「なんか『残
っていることがいいことだ』みたいな風潮が若干ある気がするんです、個人的には。遅く

まで仕事してると『よく頑張ってるな』みたいな。」（J.E氏：公務・団体職員）という周り
の環境が原因である人や、「上司の理解も大切かな。」（J.N 氏：エネルギー産業）というよ
うに管理者側の責任を考える人もいた。それでは次に、これほど多くの残業時間を抱えて

いるということを踏まえ、インフォーマントたちは自身の労働時間について長いと考えて

いるのか短いと考えているのか、実際に働いている時間との比較を加えながら、考察して

いきたいと思う。 
労働者たちが自身の労働時間についてどう感じているのか調べた結果、図表９、10 のよ

うになった（実労働時間の中には昼休み等も含み、会社に拘束されている時間を対象にす

る）。労働者たちは、同じ時間だけ働いていたとしても、人によって長いと感じるか適当だ

と感じるか、あるいは短いと感じるかについて全く変わってくるということが分かった。

まず、通常期のみの実労働時間と比較してみると、９時間働いている人（５名）では、長

いと感じている人もいれば（１名）、普通（３名）、あるいは短い（１名）と考える人もい

る（図表９）。また、11 時間働いている人（５名）においても、長いと感じている人２名、
普通と感じている人１名、短いと感じている人２名と、人によって感じ方に大きな差があ

るということが分かる。それでは繁忙期の場合はどうだろうか（図表 10）。最も多い 18時
間と答えた Q.M氏は、客観的に見ると多大な量の残業をこなしているにもかかわらず、そ
れが普通だと感じている。一方で、14.5 時間も働いているにもかかわらず、それを短いと
考えている J.E氏のような人もいる。図表９と図表 10より、通常期も繁忙期も長いと考え
る人とそうでない人の労働時間自体を見てみると、それほど大きな差がないということが

分かる。このように、インフォーマントたちは残業時間が長いからといって必ずしも労働

時間が長いと考えているわけではなく、残業時間が短いからといって労働時間が短いと考

えているわけではないようである。つまり、残業の有無にかかわらず、その残業の質や働

き方、環境によって労働者たちの残業への捉え方が全く異なってくるのではないかと考え

る。そこで、具体的にどのような理由からこのような労働時間に対する意識が変わってく

るのか、インフォーマントの意見より究明していきたいと思う。 
まず、長いと答えた人の理由として、「（毎日）ほぼ残業。営業職はみんなそう（通常期

と繁忙期で極端に残業時間が変わったりすることがない）ですね。」というM.X氏（印刷業）
のように職業柄長時間労働になってしまったり、「社長とかそうなると（帰宅するのが）早

いですけど、流石に。それ以外は（帰宅時間は）同じ感じ（で、遅い）です。…中略…チ

ームで働いていると一人だけ帰るにも帰れないですね。」（G.T氏：メディア・広告業）とい



 
42 

 

うように、周りの雰囲気によってどうしても定時では帰りづらいというような意見があっ

た。次に、普通と答えた人の理由としては、「自分次第で全部（時間を）決めていける。ま

あお客さんありきなんですけど。営業は比較的自由に時間を使えるのでそんなに長いと思

ったことないですし、忙しいときは長いと感じますけど、普段は普通だと思います。」（R.S
氏：メディア・広告業）というように時間管理を自分でできるため現状に満足していると

いう意見や、「ちょうどいいです。残業が続くとしんどいなと感じますね。」（L.S 氏：金融
業）というように、L.S氏、R.Sともに通常期はちょうどいいが繁忙期は長く感じるという
意見が多かった。最後に、短いと答えた人の理由としては様々な意見が挙げられた。まず、

「基本がですね、９時半から 17時半なんですね。７時間なんですよ。普通って８時間やっ
たりするでしょ。９時間拘束の１時間昼休みやったりするじゃないですか。やから短いん

ちゃうかなって。他の会社に比べたら、この勤務状況はたぶん天国だと思いますよ。」（L.J
氏：メディア・広告業）のように現状にとても満足しており、きちんと定時で帰れている

ことが短いと感じる要因となっている人や、「入社２年目くらいで残業はないと思うよ。時

間内で終わらせないと会社に失礼だと思うよ。コストかかってるわけだし。」（R.X氏：食品
業）のように、自社のために残業はできるだけしてはいけないという、自社のことをよく

考えている人がいた。また、「（転職）前の会社があまりにも長かったので、（現在は）結構

短いかなと思うのですが、社内でもすごく『残業時間を減らそう、減らそう』と言われて

いるし、他の会社を見ると定時で帰っている人も見受けられるので、もしかしたら長いの

かなとは思いますね。」（Q.X 氏：製造業）というように転職前後で比較した結果短いと感
じるが、客観的に見ると長いかもしれないと感じている人、「感じ方やからな。長く感じる

か短く感じるかと言ったら短く感じる。（時間が）足りないって方が多い。仕事を進めるた

めの時間が足りない。」（L.L氏：メディア・広告業）というように仕事量の多さが原因でも
っと時間がほしいと考えるような人もいた。また、「まあ定時。勤務時間内で（帰れます）。

（『残業が長くなった時とか、普段が定時で帰れている分結構しんどくなったりしますか』

という質問に対して）そうですね。一番最初に残業するときはもうしんどい。それに慣れ

てくると、またしんどくなくなるんですけど。」（J.E氏：公務・団体職員）というように普
通と答えた R.S 氏や L.S 氏のように、やはり普段と比べ繁忙期は長いと感じてしまうよう
である。さらに私が特殊だと感じた意見としては、「仕事しだしたら、２年ぐらいは本当に

一生懸命やらないといかんのですよね。で、質じゃないんですよ。最初は量なんです。…

中略…やっぱり量をやるとあがっていく。だから、今でも僕は休みいらないですね。毎日

10時まででも 12時まででも仕事したい、なんぼでもしたいですね。」というもので、入社
直後の労働時間の長さに慣れてしまい、今の労働時間が短く感じてしまっている Z.J氏（金
融業）のような人もいた。ちなみに、Z.J氏は既婚者であり妻や子供もいるため、本当に仕
事が好きな人なのではないかと感じた。 
また、自身の労働時間について普通だと答えた L.S氏は「（勤務地が遠いため）それ（通

勤時間が長いこと）だけが不満ですね。ちょうどの電車がないっていうのもあるんですけ

ど、大体１時間くらいで着いてから空き時間を潰したりしていますね。」というように、労

働時間自体はそれほど長くはないが、通勤時間が往復で約２時間もかかるということが分
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かった。通勤時間を残業時間としてカウントすることはないが、働く側として通勤時間の

長さが毎日続くということは大変負担に感じるだろうと考える。このことから、私は労働

時間というのは会社にいる時間だけを表すものではないのではないかと感じた。 
 

 
インタビュー調査の結果より 

 

 
インタビュー調査の結果より 

 

最後に、企業側が行っている労働時間短縮のための政策、ノー残業デーはうまく機能し

ているのかどうかについて見ていきたいと思う。ノー残業デー、あるいは推進日が設けら

れていたのは、17名中 12名であった（図表 11）。結果は、うまく機能していると答えた人
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の割合もうまく機能していないと答えた人の割合もほぼ同数となっているということが分

かった。それでは、うまく機能している人とそうでないと答えた人との違いは何なのか、

インフォーマントの答えた理由から考察してみたいと思う。 
 

 
インタビュー調査の結果より 

まず、ノー残業デーがうまく機能していると答えた人の理由には次のような意見があっ

た。「一応毎週水曜日がノー残業デーなんやけど、そのうち月２回は全社統一で半強制的に

帰らされる。」（M.X氏：印刷業）や、「社内に掲示されているっていうのもありますし、雰
囲気も上司がはよ帰れよっていうので気兼ねなく帰れる感じですかね。」（R.S 氏：メディ
ア・広告業）や、「一応残業はあまりしたら会社としてもよくないじゃないですか。時間内

できちんとやりなさい、というのが本音なので。だから、うちは社長が見回って、帰るよ

うに促されます。しかし、やっぱり残業がある人は仕方がないので残っています。」（X.M
氏：サービス業）のように会社からの呼びかけを理由として挙げている人がいた。しかし、

X.M氏のように個人的に残っている人もいるというのも事実である。また、「帰りたくない
けど、仕方がない。だから他のところで長時間やらないといけない。そこはメリハリをつ

けてやるっていうか。ダラダラすることを防止する効果はあるな。その一方で忙しいとき

は煩わしいな。」（G.H 氏：公務・団体職員）というように、うまく機能しておりメリット

もあるものの、一方で他の日にできなかった分を補わなければならないというデメリット

もあるという意見もあった。そして、うまく機能していない人の理由には、「営業は仕事の

特性上帰れないときもあるね。」（R.X氏：食品業）や、「早く帰ると仕事にならないんで…。
もうどうしようもないですね。クライアントにノー残業デーのことを理解してもらわない

と、で、そこに向けた予定をちゃんと立てる。あらかじめこういうことをやっておきます

って。」（G.T氏：メディア・広告業）というように残業する理由と同じく仕事柄難しいとい
う人や、「毎週水曜日は『５時半に帰れたらいいな』と思いつつ、７時ぐらいには帰るよう

にしてます。仕事があるわけじゃないんですけど、まあ周りの目を見ながら、周りが『う

わ、皆だいたい帰ったな』とか。一応下の方なんで僕は。そんなはよ帰るわけにもいかず。」
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（L.J氏：メディア・広告業）というように会社での立場上、周りの雰囲気をうかがいなが
ら帰宅しなければならないという意見もあった。 
また、以前はノー残業デーがうまく機能していなかったが、現在は機能してくるように

なったと答えた人のほとんどが、労働基準局が入ってきてから変わったと答えた。「タイム

カードだったら全部残るじゃないですか。したら労働基準局がたまに入ってきて、怒られ

るんですよ。残業しすぎって。だからもうタイムカード廃止になってそれから印鑑なんで

すよ。それだと労働時間残らないんで、労働基準局対策というね。」（Z.J 氏：金融業）や、
「誰かが労働基準局に訴えて査察が何回か入ってどんどん適正になっていった形です。」

（X.X氏：製造業）というように労働基準局は大きな影響を与えることが分かる。さらにそ
の他の意見として、「別にそんなこと決めなくても毎日定時で帰ればいいと思うんですけど、

まあいいかな。飲み会とかも設定しやすいんで。『ノー残業デーなんで、水曜日にしましょ

うか』みたいな感じで。」（J.E氏：公務・団体職員）というようにノー残業デーを特に必要
とはしていないが、あったらあったでよいと考える人もいた。そして私が最も興味深かっ

た意見は、「労働時間短縮に関して、何かあればいいなと思う制度はありますか。」という

質問に対して、次のように答えてくれた、Q.X氏の意見である。「難しいところですね。制
度として決まったから労働時間を短縮できるかと言われるとそうではないので、結構（ど

うすれば残業時間を減らすことができるのか）１年かけて考えたりしているので、制度と

してあればいいと思うのですが、それよりもまずもっと効率的に仕事を進めて、仕事が早

く終わるようにしていって…中略…労働時間が短くなってからノー残業デーにして（とい

う話になれば理想的だと思う）。」（Q.X氏：製造業）というように、ノー残業デーなどの政
策を否定するわけではないが、そのような時短政策よりも先にしなければならないことが

あるのではないかという意見である。私は Q.X 氏のように、ノー残業デーがうまく機能し
ないのであれば、そのような対策よりも先に仕事を効率的に行うことのできる対策などが

必要なのではないかと考える。その一方で、なかなか解決方法の見つからない労働時間短

縮に関する対策に関してどんなことができるかずっと考えるよりは、まず何らかの措置を

実行してみるべきだと考える。そのため、今回のインフォーマントの多くが実施していた

ノー残業デーという時短政策は今後も実行していくのがよいと考える。しかし、「週１回ぐ

らいだったらえんじゃないかな。週２日はない方がよい。」（G.H 氏：公務・団体職員）と

いうように週２日設けたのはいいが、仕事柄や仕事量等の理由で、ノー残業デーをうまく

機能することが難しいという問題が改善されないままでは、あまり意味がないと考える。

つまり、ノー残業デーは時短のために有効な政策であるとは言えるのだが、ただ設けるだ

けでは全くと言っていいほど無意味で、その政策をうまく活用することができる努力も必

要となってくるのではないかと考えるのである。 
 
おわりに 
今回の調査で私が最も考察したかったのは、インフォーマントたちが「自身の労働時間

を長いと考えているのか、短いと考えているのか」についてである。この結果として、長

いと答えた人は全体の 24％（４名）、普通あるいは適正と答えた人は全体の 35％（６名）、
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また短いと答えた人は全体の 41％（７名）であった。私は調査前、現在の日本ではまだま
だ長時間労働が恒常化しているということを知り、実際身近で働く労働者たちの残業実態

はどのようになっているのか、大変関心を持った。そして調査結果より、ほとんどのイン

フォーマントたちが残業を行っているということが分かった。このことからインフォーマ

ントたちの労働時間は長いと感じた。しかし、インフォーマントたちの中には意外にも自

身の労働時間を長いと考えている人は少なく、むしろ短いと考えている人が多かった。な

ぜ残業時間が多いにも関わらず自身の労働時間をそれほど長いと感じていないのだろうか。

私は、まず残業が恒常化しすぎて麻痺しているのではないかと考えた。本当であれば、所

定労働時間内に仕事を終わらせ定時で帰宅するというのが理想的であるにもかかわらず、

連日の残業は“残業がある”ということが“普通”になってしまう。そのようなことにな

れば、残業がない日の方が非日常であり、残業なしで帰れる日があればその日はすごく労

働時間が短く感じてしまうのではないかと思う。また、通常期の残業時間は多くの人が２

～３時間程度であったのに対し、繁忙期には多くの人が 10時間を超える残業時間を担って
いるということが分かった。このことから、繁忙期の莫大な量の残業時間と比較した場合、

普段の残業時間量を短く感じてしまうような人が出てくるのは、不自然なことではないと

考える。そして、以前と比べ現在の労働時間が短い人の中には、もっと働きたい、ずっと

仕事がしたいと考える人も出てくる。また、営業職のように仕事の性質上、残業があるの

は当たり前だと感じる人や、仕事量が多すぎることが原因でそれをこなすための時間が足

りないためにもっと労働時間が欲しいと感じるような人も出てくる。このように、働く人々

の労働時間に対する捉え方は様々で、一度長い残業を経験してしまうと少々の残業はあま

り負担に感じなくなってくるような人が多いことが分かった。そのため、恒常化した残業

があるにもかかわらず、自身の労働時間を短いと感じる人が 17名のインフォーマントの中
で一番多かった。労働者の中には残業をできるだけ減らそうと努力している人もいるが、

仕事量が多すぎたりお客様への対応などが仕事内容に含まれるような人は、どうしても残

業という形で労働時間が増えてしまうこともある。このような恒常化した残業を減らすた

めには、雇われる側の努力だけでは足りず、雇う側の対応も大事になってくる。そのよう

な雇う側の行うべき努力の一つとして注目したいのが、今回第２節でも大きく採り上げた

ノー残業デー等の時短政策なのである。 
今回の調査より、現在日本で行っている長時間労働削減のための政策は必ずしもうまく

機能していないということが分かった。見かけ上の残業時間削減は労働者たちを救うこと

ができず、さらに苦しめてしまうこともある。それは、企業が行っている時短政策が労働

者のためではなく、企業のためであるからだと考える。たとえば、労働基準局が関わって

くるから残業時間が多すぎないように呼びかけを行ったりするというのは典型的な例であ

る。これは、残業代が欲しいからという理由で残業を行っている労働者や、頑張れば残業

しなくても時間内に終わる仕事をダラダラと行っている労働者を削減することができると

いうメリットもある。一方で、どうしても残業しなければその仕事量をこなすことが困難

である場合、その残業が多すぎてはいけないという企業側の考えから、その労働者の残業

時間がサービス残業へと姿を変えてしまうというデメリットも兼ね備えている。このよう
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に、時短政策はうまく機能しなければマイナスに働いてしまうかもしれないというリスク

を担っているのである。それではどうすれば長時間労働を削減することができるのであろ

うか。やはり私は仕事量をできるだけ減らすことが一番よいと考える。しかし、もしそれ

が難しいのであれば、仕事の割り振り方を考え直すなど、各人の仕事の効率性を上げる努

力が必要なのではないかと考える。たとえば、「残業管理をちゃんとやっているので、大体

20時間くらいですけど。これが 50とか 60を超えたら書きますと。で、書くとそれがその
まま上層部に伝わるので、やらなくていい仕事を止めろと。もしくは、本当に人が要るな

ら要請しなさいと。そこで利益が出ないのであれば、僕が他の人に変わると。管理ができ

ないということで。」（X.X氏：製造業）というように、仕事量に対応できない状態をなんと
か改善しようと、アクションを起こすことはとても有力な対策であると考える。確かに、

一つの仕事の途中で他の人が入ると、どこまで仕事が済んでいるのか、どのようなことを

引き継いでほしいのかなどを伝えたりしなければいけないため、それだけの時間や労力を

必要とする。そのような時間があれば自分でやった方が、早く済み効率的に仕事が進むで

あろう。そのため、仕事をうまく割り振るということはとても難しいことであるが、それ

を行って会社全体がスムーズに仕事を遂行することができれば、長時間労働削減に大きく

近づくことができるのではないかと考える。現在でも過労が原因で命を落としてしまう労

働者が多く存在する。それは長時間労働によって健康を害するリスクが高くなり、ストレ

スが増加したことの表れである。勤労意欲の高い日本人が多い中、残業があるからといっ

て必ずしも働きすぎだと言えるわけではない。しかし、勤労意欲が高いからといって多く

の残業を見逃すわけにはいかないのである。今後も長時間労働の是正は大変重要な問題と

なってくるであろう。 
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ワーク・ライフ・バランスと時短政策

 
三村 拓斗 

 
はじめに 
「ワーク・ライフ・バランス」（以下、WLB）とは、仕事の責任を果たしつつ、「仕事」

と「仕事以外の生活」(子育てや親の介護、自己啓発、地域活動など)を希望するバランスで
行うことができる状態を言う（渥美, 2011）。このような考え方がここ数年で広がってきた
要因をいくつか挙げるとしよう。 
第一は女性の社会進出とそれに伴う共働き世帯の増加である。日本では従来共働き世帯

は少なかったが、1997年以降は妻が専業主婦の世帯数を上回り、現在も年々増加傾向にあ
り、女性の社会進出が進んでいることが分かる。 
第二は 2007年 12月に発表された「仕事と生活の調和（WLB）憲章」の存在である。関

係閣僚、経済界、労働界、地方自治体の合意により、「仕事と生活の調和（WLB）憲章」・「仕
事と生活の調和推進のための行動指針」が策定され、WLBの実現に向け官民一体となって
取り組み始めるきっかけとなった。 
第三は長時間労働への対応である。長時間労働は労働者に対して肉体的・精神的な負担

をかけるとともに長時間の拘束によって、仕事以外の生活の時間を減少させ、活動を行お

うとする意欲さえも奪うことになる。これによって、家庭生活とのバランスが大きく崩れ、

WLBの実現を困難にする。 
その他の要因としては性別役割分業意識の変化、少子高齢化、それにともなう労働人口

の減少等が挙げられるが、本稿では特に長時間労働に着目し、それに対応するための企業

の時短政策について論じていきたい。構成としては長時間労働の現状についてデータを用

いて考察したあと、企業で実際に行われている時短政策を紹介し、インタビュー調査を用

いて時短政策の現状やそれに対する労働者の意識を考察していきたい。そして、どうすれ

ばWLBを実現する為の効果的な時短政策を行うことができるのかを考えていきたい。 
 
第１節 長時間労働の現状 
日本は長時間労働の国と言われるが、1987年の労働基準法の改正により１週間の法定労

働時間が 48時間から 40時間に段階的に引き下げられ、1980年代からは週休二日制が広く
採用されるようになり、大幅な時短が行われてきた。 
しかし、今日でも日本は長時間労働の問題やそれに伴う過労死・過労自殺、メンタルヘ

ルスの問題が言われている。何故、長時間労働の問題が叫ばれているのだろうか。ここか

らは長時間労働の現状について述べていきたい。 
まず、総務省が行っている「労働力調査」による年労働時間と、厚生労働省が行ってい

る「毎月勤労統計調査」の総実労働時間のグラフから労働時間の推移を見ていくとしよう。 
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出所：総務省「労働力調査」、厚生労働省「毎月勤労統計調査」（2010） 
 

出所：厚生労働省「毎月勤労統計調査」（2010） 

 
前者では 1998年の 2199.6時間から 2010年には 2095.6時間まで減少し、約 100時間の
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労働時間が削減されている（図表１）。 
後者では 1998年の 1870.8時間から 2010年には 1754.4時間まで減少し、こちらも前者

同様約 100時間の労働時間が削減されていることが見て取れる（図表１）。 
しかし、後者は事業所に対してアンケートを取っており、賃金が支払われた労働時間に

基づいているため、サービス残業は含まれていない。それに対して前者は労働者個人が対

象であるため、サービス残業も含まれている。 
図表１のグラフから一定の時短が実現したように見えるが、このグラフにはからくりが

ある。ここで注意しなければならないのは、パートタイム労働者を含んでいることである。

それは一体どういうことか。それについて下記で述べていきたい。 
まず、パートタイム労働者の人口のグラフ（図表２）から見ていきたい。図表２のグラ

フから分かるように、ここ約 20年間パートタイム労働者の人口は増加傾向にある。 
 

 
出所：厚生労働省「毎月勤労統計調査」（2010） 

 
次に図表３の全労働者に占めるパートタイム労働者の比率のグラフを見ていきたい。図

表３のグラフから分かるようにパートタイム労働者の人口だけではなく、その比率もそれ

に伴って増加しているのである。 
しかし、これだけでは図表１の労働時間の推移と図表２のグラフで表されたパートタイ

ム労働者の増加との因果関係が分からない。そこで最後に用いるのが、一般労働者とパー

トタイム労働者の労働時間の推移のグラフである。補足すると、一般労働者とはパートタ

イム労働者を除く常用雇用の労働者のことである。 
図表４のグラフから一般労働者とパートタイム労働者の年間の労働時間はほとんど横ば
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いであり、このことから一般労働者は長時間働く労働者のことで、パートタイム労働者は

短時間働く労働者であることが分かり、２種類の労働者が存在することが分かる。 
短時間労働の後者が増加したことによって、全労働者の労働時間を引き下げることにな

り、結果として全労働者の労働時間の短縮に繋がったということが以上のグラフから読み

取ることができるのである。よって、一般労働者に対してはほとんど時短が行われておら

ず、労働時間の短縮、つまり企業の時短政策が必要なのである。 
 

 
出所：厚生労働省「毎月勤労統計調査」（2010） 

 
第２節 企業の時短政策 
本節では企業が実際に行っている WLB を実現する先駆的な時短政策について述べてい

きたい。 
トヨタ自動車（従業員約７万人）では子供を持つ従業員のうち、子供が小学校４年生修

了までは子供の看護期間に限り、勤務時間を４、６、７時間の中から日ごとに選択できる

短時間勤務の制度を導入している。これに加えて、時間外労働の制限や深夜労働の免除も

行われている。これまで取得制限が決められていたが、より使いやすい制度にするために

取得日数の制限を廃止した（宮崎, 2008）。 
日立ソフトウェアエンジニアリング（従業員約 5000人）では時短に関する様々な施策が

行われている。ここでは主に４つの施策を見ていく。 
第一が「21時ルール」の導入である。毎日 21時に会社内を一斉消灯し、残業をする場合

でも 21時には帰宅するように促し、一斉消灯が帰宅のきっかけになるようにした。さらに
消灯の５分前から別れの曲を流し、帰宅の雰囲気作りを行っている。 
第二が長時間残業や休日労働に関する警告メールの送信である。21 時ルールが設定され
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ていても上長が許可した場合は残業をすることができるため、残業時間が長くなる従業員

が中には出てくる。長時間労働を防ぐために残業時間や休日労働の社内基準を設け、この

基準を超える見込みになった場合に上長に警告メールを自動送信し、残業時間の削減対策

を講じるように意識付けを行っている。 
第三が労使一体となった残業時間削減への取り組みである。具体例としては定時一斉退

勤日（ノー残業デー）の実施、タイムマネジメントに関する冊子の配布、月例の労使委員

会による長時間残業者の監視・上長への指導等がある。 
第四が経営会議での長時間残業者の報告である。毎月の経営会議で管理職を含む長時間

残業者を報告し、これに対して長時間残業の原因究明・個別指導を行う。 
以上の時短政策によって、従業員の月平均残業時間は 34.4時間（2004年）から 28.7時

間（2007年）に削減され、総実労働時間も 2198.8時間（2004年）から 2075.6時間（2007
年）へと約 100時間の時短が実現した（石川, 2008）。 
企業の体質を変えるためには単一の時短政策を行うだけではなく、全社的に時短に取り

組み、複数の時短政策を組み合わせて取り組むべきであると私は考える。 
これまでは大企業の時短政策を紹介してきたが、中小企業では先駆的な時短政策は行わ

れていないのだろうか。答えはノーである。中小企業であっても時短政策は存在している

のである。よって、ここからは中小企業の取り組みを２つ紹介したいと思う。 
はじめに紹介するのは従業員 80人の人事コンサルティング会社の時短政策である。この

会社では毎週水曜日を「パパの日」と設定し、16 時退社を求めている。小学校低学年まで
の子供を持つ父親を対象に実施され、2010年６月現在で６人が利用している（日本経済新
聞 2010年６月 30日）。 
次は従業員 100 人弱の真空機器製造会社の事例である。この会社では５年をかけて、１

人当たりの月間残業時間を５分の１までに削減した。具体的には手作業であったデータ入

力をコンピュータ化し、午後８～９時頃まで顧客対応に追われていた営業部門も留守番電

話や転送電話を用いて居残りを減らし、単純作業に費やす時間の削減を行った。これによ

って、月間残業時間は５～６時間になり、定時になるとさっさと人がいなくなるようにな

り、モーレツに働くことを良しとする社風が変わったのである（日本経済新聞 2010年６月
30日）。 
ここまでは企業で実際に行われている時短政策について述べてきた。私たちがインタビ

ュー調査を行った人たちの職場ではどのような時短政策が行われていて、またどのような

問題があったのだろうか。加えて、時短政策に対する労働者側の思いも引き出し、それを

踏まえたうえで時短政策のあるべき姿を考えていきたいと思う。 
また、長時間労働が労働者の生活にどのような影響を与えているのかもインタビューの

中で行った生活時間調査を基に考察していきたい。 
 
第３節 インタビュー調査から 
本節ではインタビュー調査を用いて、企業の時短政策について述べていく。今回、イン

タビュー調査にご協力いただいた方は男性 14 名、女性３名の計 17 名である。質問では時
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短政策の代表的な施策であるノー残業デーの有無とその他の時短政策をお聞きしたが、R.S
氏の職場にある営業職の直帰制度以外には時短政策はなく、あとはノー残業デーのみであ

った。ノー残業デーの有無では「あり」が 11 名で、「なし」が６名であった。具体的にノ
ー残業デーが設定されている曜日はほとんど水曜日の週１日であったが、G.H 氏の職場の

ように水曜日、金曜日の週２日設定されているところもあった。 
ノー残業デーがあると答えた方には、ノー残業デーにメリットを感じている方とデメリ

ットを感じている方の両方が存在していることが分かり、ここからはその両方の主張を述

べていきたい。 
まず、ノー残業デーにメリットを感じている方の意見である。家庭生活の時間の増加な

らびに勤務後の予定を立てやすくなる「半強制的に帰らされると、やっぱかえって楽だし。

６時半とかに帰っても、何しようってなるね」（M.X 氏：男性、30 代）、「確かに決まって
いるとその日に自分の習い事とか入れたりとか、なんかしやすいのはあるかもしれないで

すね」（J.E氏：男性、30代）。メリハリが付く（ダラダラ残業しなくなる）「ダラダラする
ことを防止する効果はあるな。…中略…今日は割り切って帰れるっていうか。スパッと忘

れて帰れる」（G.H氏：男性、40代）。この他にノー残業デーのメリットを挙げると、勤務
時間の短縮、残業をせずに仕事を終わらせようとするため、仕事の能率が上がる等がある。 
次にノー残業デーにデメリットを感じている方の意見を紹介する。仕事量が変わらなけ

れば、ノー残業デーを行っても一緒「まあ残業するってことは、仕事があるから残業する

んであって。そこで残業せんで帰っても、じゃあその仕事木曜日にせんとあかんわけやか

ら。結局、残業する時間は一緒」（Q.M氏：男性、20代）。 
以上のようにノー残業デーをメリットに感じている方と逆にデメリットを感じている方

の両方が存在することが分かるのである。本来、ノー残業デーによって時短を行うことで、

先ほど述べたメリットを得られるはずが、逆にノー残業デーが人や職場によっては負担に

なる可能性もあることをしっかりと認識しなければならないと私は考える。 
これまではノー残業デーの感じ方について述べてきたが、ここからはさらに実際に行わ

れているノー残業デーの実態に踏み込んでいきたい。まず、「ノー残業デーあり」とお答え

いただいた方にはその制度は上手く機能しているかどうかとその理由をお聞きした。制度

が上手く機能するのは、上司や時間管理をする部署（人事、総務等）が早く帰るように促

している、社内掲示されている場合「社長が見回り、帰るように促されます」（X.M氏：女
性、20 代）、「社内に掲示されているっていうのもありますし、雰囲気も上司がはよ帰れよ
って言うので気兼ねなく帰れる感じですね」（R.S 氏）や、ただ早く帰るように促すだけで
はなく強制的に帰らされる「（仕事があって）帰りたくないけど、仕方ない。帰らざるを得

ない」（G.H氏）場合である。 
それに対して制度が上手く機能していないのは、仕事量が多い場合「まあ残業するって

ことは、仕事があるから残業するんであって。そこで残業せんで帰っても、じゃあその仕

事木曜日にせんとあかんわけやから。結局、残業する時間は一緒」（Q.M 氏）、仕事・職種

柄で顧客対応をしなければならない場合「お客さんが来るので、関係ないと言えばそうな

る。『今日は水曜日なんで』とも言えないですし」（L.S氏：女性、30代）、早く帰ろうとし
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ても上司や先輩社員の目が気になる場合「仕事があるわけじゃないんですけど、周りの目

を見ながら『皆だいたい帰ったな』とか。一応下の方なんで、僕は。そんなにはよ帰るわ

けにはいかず」（L.J 氏：男性、30 代）、会議等を設定する時にノー残業デーの時間しか空
いていない場合「会議のスケジュール調整をすると、その時間しか空いていなかったりす

るから仕方ない」（J.E氏）である。 
ここからはノー残業デーが整備されていても上手く機能していない要因を詳しく見てい

きたい。 
はじめに、仕事量が多いという要因について考えたい。仕事量が変わらず、ノー残業デ

ーを行い、早く帰ったとしてもその分、次の日に負担を掛けることになり、朝早く出社し

て仕事をする、あるいは普段よりも長く残業をするといったことになりかねない。会社側

としては「ノー残業デーで早く帰る分、しっかりと計画を立て、時間内に仕事が終わるよ

うにしてほしい」、「仕事の能率を上げてほしい」という狙いがノー残業デーには含まれて

いると私は考える。しかし、いくら仕事の能率を上げようとしても仕事量がこれまでと変

わらなければ、ノー残業デーが形骸化する可能性が出てくるのでないだろうか。対策とし

ては仕事の平準化、振り分けを見直す「持ってる仕事自体を一人の人間に固まらないよう

に平準化する。そういうのができたら時短はできるかもしれないね。…中略…その組織の

中上手に振り分けるというか」（G.H氏）というのがインタビュー調査で挙げられていた。 
次に仕事・職種柄が要因となって残業をする場合を見ていく。この場合では主に３つの

要因が考えられる。第一に、ノー残業デーの日でも顧客や取引先の対応をしなければなら

ず、結果として残業になってしまう。第二に、営業職の場合、日中は渉外活動を行い、夕

方頃にオフィスに戻ってそこからデスクワークを行うため。第三に、その人しか対応でき

ないことだから。一人に責任と情報が集中しており、顧客や取引先の対応はその人しかで

きず、帰ることができないということがよくある。対策としては顧客や取引先に理解して

もらう「クライアントにノー残業デーのことを理解してもらわないと。で、そこに向けた

予定をちゃんと立てる。あらかじめこういうことをやっておきますって」（G.T氏：男性、
20代）、外勤後の負担（オフィスワーク）を少しでも減らす「外勤でも社内のネットワーク
に繋げれるようにパソコンを持ち歩くようにする。アシスタントを増やす」（M.X氏）等が
インタビューで挙がられた。 
最後は上司や先輩社員の目が気になるという場合についてである。やはりどうしても上

司や先輩社員が先に帰らなければ、若手社員はノー残業デーであってもなかなか先に帰る

ことはできないと考えられる。特に L.J 氏のように仕事がなくても、上司や先輩社員が先
に帰るのを待たなければならない状態はつまり、本来早く帰って有意義に使うことができ

る家庭生活時間を失っているということである。このような上司や先輩社員が帰るのを待

っているという無駄な時間をできるだけ削減し、家庭生活の時間を増やすことがWLBの実
現に繋がると私は考える。具体的な対策としては X.M氏や R.S氏の事例でも述べたように、
会社側・上司側が早く帰るように促す、社内掲示を行い全社的な取り組みとしてノー残業

デーを行う、若手でも帰りやすい職場の雰囲気を作るといったことが考えられる。これら

の取り組みによって、企業の組織文化・社風自体を変えるとともに、先ほどでも述べたノ
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ー残業デーのメリットも実現することができるのではないかと私は考える。この L.J 氏の
事例は決して少なくないものであると私は考える。 
ノー残業デーが上手く機能している状態は本来、ノー残業デーの日は一切残業をするこ

となく帰ることができている状態を指す。しかし、今回インタビュー調査を行った方の中

で、「上手く機能している」と答えてもノー残業デーの日も残業をしている方が２名いらっ

しゃった。 
L.J 氏の職場ではノー残業デーが導入された頃はノー残業デーであっても完全に無視さ

れており、普段通り残業が行われていた。しかし、総務が早く帰るように促すようになり、

以前と比べて早く帰ることができるようになったという経緯がある。そのため、「上手く機

能している」という回答には、「以前と比べて」という意味が含まれてことが分かるのであ

る。 
また、S.R 氏の職場ではノー残業デーという名称ではなく、「早帰りデー」と呼ばれてい

る。この名称からも分かるように、「残業をすることなく帰る日」ということではなく、「普

段より早く帰る日」という制度であることが分かるのである。 
以上の２名の方の事例は大きな矛盾に満ちたものであると私は考える。ノー残業デーが

本来の「残業をすることなく帰る」というものではなく、「普段より早く帰る」という意味

の制度になり、本来の姿と大きくかけ離れているのではないか。普段よりも短く残業を行

って、「上手く機能している」ということはもしこの制度がなければ、本当はさらに残業時

間が長くなるのではないだろうか。いくら普段よりも短い残業時間であっても、これは根

本的な時短には繋がっていないと私は考える。ノー残業デーのメリットとして先ほどメリ

ハリが付くと述べたが、企業側もノー残業デーを設定するのであれば、その日はメリハリ

を付け、割り切ることが必要なのではないかと考える。 
 
第４節 生活時間調査から 
本節ではインタビュー調査時に同時に行った生活時間調査を用いて、WLBの「ライフ」

の部分について考察していきたい。生活時間調査では平日通常期、平日繁忙期、休日の一

日の過ごし方を記入していただく形式で、通常期と繁忙期でどれだけ勤務時間が異なり、

勤務後の生活がどう変化するのかを読み取るものである。そのために生活時間調査時に大

変詳しく記入していただき、尚且つ説明も多くしていただいた２名の方の事例を深く掘り

下げていく。 
まず、J.E氏（既婚、子供あり）の事例を見ていく。J.E氏は通常期はほとんど残業がな

く、毎日 18 時頃には退社し、帰宅後は子供に夕食を食べさす、風呂に入れる、寝かせる、
洗濯、アイロンがけと家事・育児を積極的に行っている。時間にすると、毎日平均３時間

ほどになり、一般的な男性の家事・育児の時間である一日約 30分を大きく超えていること
になる。加えて、休日も平日と同じほどの家事・育児を行っており、この他にも風呂掃除

やゴミ出し、食器洗いも行っている。家事・育児に積極的に参加する男性を指すいわゆる

「イクメン」の定義は様々あるが、J・E氏は自らを「イクメン」と呼んでも良いのではな
いかと考えている。 
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しかし、繁忙期（３月頃）になるとその生活も一変する。繁忙期は 23時頃まで残業をし、
帰宅後夕食と入浴を済ませるとすぐに就寝という生活になっており、家事・育児が全くで

きず、自らの自由な時間もほとんどない状態になる。この時は妻と子供に実家に泊まって

もらうようにしている。 
通常期は仕事と家庭生活のバランスが取れているが、繁忙期になると長時間労働がその

バランスを崩し、ほとんど家庭生活の時間がなくなっており、WLBからかけ離れたものに
なっているのである。 
次に L.J氏（既婚、子供なし）の事例を見ていこう。L.J氏は通常２時間半ほど残業を行

っており、帰宅後は入浴、食事以外にテレビや映画を見たり、楽器を演奏したりと趣味に

多くの時間を費やしている。また、会社は９時 30分から始業であるため、８時頃まで寝る
ことができ、就寝の時間も午前２時頃と遅めである。 
繁忙期（夏～秋頃）になると、一日約５、６時間と長時間の残業を行っており、帰宅後

は食事と入浴後普段よりも早めに就寝している。当然、普段多くの時間を費やしている趣

味の時間はなく、繁忙期は我慢しているそうだ。 
J.E氏と L.J氏の二人の事例で共通することは、通常期は比較的仕事と家庭生活のバラン

スが取れ、WLBが実現されていることと逆に繁忙期はそのバランスが大きく崩れ、仕事に
比重が大きく偏っており、「ライフ」の時間が大幅に減っていることの２点である。この２

点から私は長時間労働が「ライフ」の時間の削減、つまりWLBの実現を妨げる要因である
と考える。 
また、人によって「ライフ」の定義が異なることもWLBの実現を考える上で注意しなけ

ればならない。例えば、家事・育児に積極的に参加している J.E 氏にとって「ライフ」は
家庭、もっと言うと家事・育児のことであると考えられるが、それに対して L.J 氏にとっ
て「ライフ」は趣味（余暇）のことであると考えられる。WLBとは仕事と家事・育児の両
立であると認識されることがあるが、それは誤っており、人によって「ライフ」の捉え方

が異なることを私たちは認識しなければならないと考える。例えば、子育てが終わった世

代の労働者では今度は親の介護と仕事の両立が課題になり、「ライフ」の中心が介護になる

ことがある。特に少子高齢化が急速に進む我が国では仕事と介護の両立が大きな課題にな

っている。よって、WLBは子育て世代だけを対象としたものではなく、働く全ての労働者
を対象としたものであると私は考える。 
 
まとめ 
今回、インタビュー調査や報告書作成を行って気付いた点が２つある。第一は第３節で

も述べたように、時短政策（今回はほとんどノー残業デーのみであった）が実際に行われ

ているにもかかわらず、それに対してネガティブに感じる人たちがいたことである。イン

タビュー調査を行うための知識付けとして長時間労働の問題を繰り返し学び、「時短政策＝

労働者にとって有り難いもの・助かるもの」という認識を私は持っていた。しかし、実際

はそのように捉えている人ばかりではないということを今回のインタビュー調査から新た

に学んだ。 
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では、時短政策に対してネガティブに感じる人たちは具体的に一体どういう点に不満を

もっているのだろうか。問題の根幹は時短政策実施後も変わらない仕事量であると私は考

える。第３節でも述べたように、時短政策を実際に行ったとしても仕事量がこれまでと変

わらなければ、結局時短政策を無視して残業する、次の日に残業する、あるいは仕事を自

宅に持ち帰るといったことになり、根本的な時短には繋がらない。企業側は時短政策を行

うのであれば同時に仕事量を削減する努力を行い、労働者個人としてもタイムマネジメン

トをしっかりと立て、これまでよりも効率良く仕事に取り組むべきである。 
第二はこれも人によってWLBのバランスが異なるということである。WLBは言葉の通

り、「仕事」と「家庭生活」の調和のことであるが、人によってその調和の度合いが異なる。

今回のインタビュー調査時に、「理想では仕事と家庭生活のどちらを重視したいか」という

質問項目があった。「完全に家庭生活を重視したい」や「基本的には家庭生活を優先しつつ、

仕事でも責任を果たしたい」、「理想は半々」というように、それに対する回答は回答者に

よって異なった。また、調和の度合いは年齢や職種、立場によって変化していくのではな

いかと私は考える。よって、WLBを考える際にはその「バランス」の度合いが人によって
異なるということをきちんと認識しておくことが必要で、企業側が行う施策も単一的なも

のではなく、現在一部の企業の福利厚生で採用されている「カフェテリアプラン」のよう

に複数の選択肢や幅のあるものでなければならないのではないかと私は考えるのである。 
本稿ではWLBと時短政策の必要性、現状と課題について述べてきた。WLBの高まりに

よって、企業側もWLBを決して無視できなくなってきており、WLB実現のための制度・
施策の整備が一種の広報ツールに使われることが多くなっている。しかし、実際は今回の

インタビュー調査でもあったように、制度があったとしても上手く機能せず、形骸化して

いることも少なくない。本当に効果のある制度にするためには、まずWLBの実現を全社的
な取り組みにすることが必要であり、加えて先ほども述べたように、人によってWLBの「バ
ランス」の度合いが異なるということを踏まえて制度の整備を行わなければならないと私

は考える。決してWLB実現を行う制度が逆にそれを妨げるものになってはならないのであ
る。 
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男性の家事・育児参加の現状 
 

松谷健司 
 
はじめに 
近年我が国では、育児に積極的に参加する男性、いわゆる「イクメン」がマスコミによ

り大々的に取り上げられている。私はイクメンと聞くと、つるの剛士さんを思い浮かべる。

つるのさんが育児休業を取得したということは皆さんもご存知であろう。また、子どもが

いる他の男性タレントもイクメンブームに乗っかり、露出を増やしていたように思う。そ

して、2010 年の流行語大賞のトップ 10 にイクメンが選ばれたことは記憶に新しい。この
ようなことを背景として、男性の家事・育児参加に注目が集まっている。ここで図表１、

２を見てみよう。図表１は男性の育児休業取得に対する意識を、図表２は男女の育児休業

取得率を示している。図表１では、今後育児休業を取得したいと答えた男性は 32.2％であ
った。３割も育児休業を取得したいと考えているにもかかわらず、図表２の育児休業取得

率は 1.38％と低い状態になっている。 
こうした現状の中、法改正も進んでおり、男性も子育てしやすい社会の実現に向けて、

2010 年６月 30 日に改正育児・介護休業法が施行された。パパ・ママ育休プラスなどの新
制度の導入により、男性の育児休業取得率の上昇が期待される。厚生労働省はこの改正に

合わせ、社会全体で男性が積極的に育児に参加することができる一大ムーブメントを巻き

起こすべく、2010 年６月 17 日よりイクメンプロジェクトを発足させた。セミナーやシン
ポジウムなどの企画・運営、Twitterによる情報発信を行っている。 
このような動きの中で、今後男性の家事・育児参加は進んでいくのだろうか。そこで本

稿では男性の家事・育児参加の現状を明らかにし、今後の課題について考えていく。 
 

図表１ 今後、育児休業を取得したいか（男性） 

取得する予定

がある0.3%
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32.2%
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出所：ライフメディアリサーチバンク「イクメンに関する調査」（2011） 
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図表２ 男女の育児休業取得率 
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出所：厚生労働省「雇用均等基本調査」（2010） 

 
第１節 性別役割分業とイクメン 
まず、性別役割分業意識の現状を見ていく。図表３は内閣府が行っている世論調査であ

る。これによると、「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という質問に対して、1979
年調査では賛成派が 72.6％、反対派が 20.4％となっていて、７割以上の人が賛成している
ことがわかる。しかし、時の経過とともに賛成派と反対派が逆転していき、2009年調査で
は賛成派が 41.3％、反対派が 55.1％となり、反対派が約 14％も上回るという結果になった。
つまり、性別役割分業意識が希薄化しつつあると言える。この結果から、男性の家庭参加

が増加しているのではないかと考えることができる。 

図表３ 夫は外で働き、妻は家庭を守るべきか
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出所：内閣府（各年版）
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次に図表４を用いて、性別役割分業における男女の違いを見ていく。図表３と同じく、「夫

は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という質問に対する回答である。男性は賛成派

45.9％、反対派 51.1％となっていて、女性は賛成派 37.3％、反対派 58.6％となっている。
この結果から男女間ではあまり差がなく、どちらも性別役割分業意識に対して否定的であ

ると考えることができる。

図表４ 男女別性別役割分業意識の違い
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11.9％
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ば賛成34.0％
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ば賛成27.8％

どちらかといえ

ば反対32.0％

反対26.6％
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4.0％
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出所：内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」（2009）

次にイクメンについて詳しく見ていく。図表５はイクメンの認知度を示したグラフであ

る。イクメンという言葉の意味も知っていると答えた人が 66.1％、聞いたことがある程度
だと答えた人が 26.7％となり、イクメンは９割以上の人から認知されていることがわかる。
続いて図表６は、男性にはイクメンを見習いたいか、女性には見習ってほしいかという質

問をし、その結果を示したグラフである。男性の場合、非常に見習いたいが 23.8％、見習
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いたいが 37.4％と約６割の人が肯定的でイクメンになりたいと考えている。否定派（見習
いたい・全く見習いたいと思わない）の 8.8％と比較すると、その数値は高いことがわかる。
また女性の場合も、肯定派（非常に見習ってほしい・見習ってほしい）が 80.2％、否定派
が 5.0％と多数がイクメンを望んでいることがわかる。男女ともに肯定派の割合が高いこと
から、男性の家庭・育児参加が増加するのではないかと考えることができる。

 
図表５ イクメンという言葉を知っているか 

イクメンを知っ

ていて、意味も

知っている

66.1%

イクメンは聞

いたことがある

程度26.7%

知らない7.2%

出所：ライフメディアリサーチバンク「イクメンに関する調査」（2011）

図表６ イクメンを見習いたい・見習ってほしいか
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出所：パワープランニング株式会社「男性の育児参加に関する調査」（2010）
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第２節 男性の生活に対する意識の理想と現実 
第１節では、男女問わず性別役割分業意識が希薄化しつつあり、イクメンを肯定的に捉

えているということがわかった。その二点から男性の家事・育児参加は増加しているので

はないかと考えることができる。そこで本節では、家事・仕事の優先度の理想と現実、家

事・育児の実施時間のデータを示し、本当に家事・育児の時間が増加しているのかを検証

していく。 
図表７は男性の「仕事」「家庭生活」「地域・個人生活」の優先度（理想と現実）を示し

たグラフである。理想優先度で最も高い数値になっているのは、「仕事」と「家庭生活」を

ともに優先の 33.0％である。また「家庭生活」を優先は 22.5％となっており、男性は家庭
を優先したいというよりも、仕事と家庭を両立したいと考えている。これより、性別役割

分業意識が希薄化しつつあり、イクメンになりたいと考えているが、それは単に家庭を優

先するというわけではないようである。 
 

図表７ 男性の「仕事」「家庭生活」「地域・個人生活」の優先度（理想と現実） 
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出所：内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」（2009）

次に図表８を用いて、過去と現在の家事の役割分担の比率を見ていこう。1992年ではど
の家事においても、ほとんど妻だけで行っているということがわかる。それに比べて夫は、

夫のみが２％以下、家族全員と合わせても 10％程度という低い結果となった。さて 2007
年ではどのような結果になったのだろうか。2007年でも夫のみは５％程度まで増加したが、
これは相変わらず低い結果と言える。家族全員と合わせてみると、20％を超えるものも出
てきていて、少しは男性の家庭参加が進んでいると言える。しかし、依然として高い割合

で妻のみが家事を行っている。



 
64 

 

図表８ 家事の役割分担
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出所：内閣府「男女平等に関する世論調査」（1992） 
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 出所：内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」（2007）

では家事、育児、仕事を実施時間で見た場合、男女でどのような違いがあるのだろうか。

図表９は共働き世帯の１日あたりの平均時間を表している。男性は労働時間が長く、仕方

がないのかもしれないが、家事・育児ともに女性に比べ、かなり少ない時間になっている。

図表８と合わせて見ても、女性側にかなり偏っていることがわかる。過去と現在を比べて

みて、なかなか男性の家庭参加が進んでいないようである。
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以上のように、性別役割分業意識が希薄化しつつあり、イクメンを肯定的に捉えている

が、男性の家庭参加は進んでいないという矛盾が起こっていることがわかった。次節では

インタビュー調査を用い、実際に働く人々はどのように考えているのか、実態はどうなっ

ているのかを分析していく。

図表９ 男女の家事・育児・仕事時間 
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出所：総務省「社会生活基本調査」（2006）

 
第３節 インタビュー調査より 
今回インタビュー調査にご協力していただいたインフォーマントの方々は男性 14名、女

性３名の合計 17名であった。 
まず、男性の性別役割分業意識について確認する。「男は仕事、女は家庭」といった性別

役割分業についてどう思うかという質問に対して、「古い考え方かもしれないですけど、僕

としては男は仕事っていう方がちょっと強いですね。」（U.B 氏：男性）という肯定的な意
見を聞くことができた。その一方で、「それは古い考えだと思うんです。やっぱり子どもが

できたら家で育てた方がいいと思うんですけど、…中略… まあ二人で家計を支えるってこ
とが、お金に余裕ができると思いますし、…中略… 共働きがいいと思います。」（J.M氏：
男性）という否定的な意見も聞くことができた。他の否定的な意見としては、「古いね。女

性が家に入るのはいいんやけど、22 までは同じ教育を受けてくるわけやんね、男性も女性
も。結婚して子ども産んで家庭に入るというのはすごいもったいない。それに今少子高齢

化で労働力が不足しているんで．．．」（M.X氏：男性）や、「反対ですね。自分の母親が働い
ていたのと、自分の周囲で女性でも優秀な人がいるからかな。」（J.N氏：男性）が挙げられ
る。また、「まあその方が当然効率がえんでしょうけど、まあ個人の自由じゃないですかね。

そりゃ家事したい男もおるし、働きたい女性もおるんで、二人が納得しとんやったらえん

ちゃうかなって。」（L.J氏：男性）のような中立的な意見もあった。 



 
66 

 

次に女性側の意見も見ていこう。「子どもを育てるのであればどちらかが家庭に入った方

が、効率がいいと思います。若いころはそうは思ってなかったですけど、周りを見ている

限りでは。」（L.S氏：女性）、「男性が育児休暇を取れるようになったのは楽しそうだなとか
思います。活用はすごくしにくい社会ではありますが。そのため男は仕事、女は家庭とい

う考えも最近結構崩れてきているので、それはそれでいいのではないかと思います。」（X.M
氏：女性）、「あまり賛成でもないけど、反対でもないですね。…中略… 女性もバリバリ働
いている人が多いので、やはり能力のある人は働くのがいいのではないのかなとは思うの

ですが、…中略… 私は独身なので今は働けるけど、結婚して子どもができて同じように働
けるかと言われると．．．」（Q.X氏：女性）という三者三様の意見を聞くことができた。 
男性はほとんどの方が性別役割分業に否定的で、第１節で述べた性別役割分業意識は希

薄化しつつあるという結果と一致した。それに対して女性は皆が異なる意見を述べる結果

となった。私は第１節で述べたように、女性は否定的な意見が多くなるのではないかと考

えていた。今回女性のインフォーマントは３名と少なかったが、全員が異なる意見を述べ

たことは意外だった。全体で考えると、性別役割分業に否定的で女性も働いていくべきだ

という意見が多かった。 
続いてイクメンに関する意見を見ていこう。イクメンの定義について回答していただい

た。男性は、「相手と上手く話し合いながら、お互いが同じ負担くらいでやれるように。」（M.X
氏：男性）のような、妻と半々で家事・育児をやっている人をイクメンと考える人が多か

った。それに比べて、女性の３名中２名が、「奥さんの代わりに育休を取れるくらいの人で

すかね。」（L.S氏：女性）のように、育児休業を取る人がイクメンと考えていた。ちなみに
男性がこのように考えていたのは１名のみで、男女でイクメンの定義付けについて差が現

れる結果となった。また、男性に対してイクメンになりたいかという質問を行った。「仕事

と両立できるのであればなりたいです。」（J.M 氏：男性）、「もちろん子どもできたら、そ

ういうの入っていかないと。なかなか仕事難しいですけどね。」（U.B 氏：男性）、「仕事休
んでとか、仕事を犠牲にしてとかはなりたくないんですが、自分の休日とか、自分の夜の

時間とかできる限り。」（R.S氏：男性）というように、イクメンになりたいと考えているが、
それには仕事と両立できればという条件が付く人が多かった。少数派だったイクメンにな

りたくないと答えた方は理由として、「イクメンっていう取り上げられ方がまた気持ち悪く

ないですか？普通にやってる、生活しよるだけで。」（L.J氏：男性）、「やるんだったらイク
メンというのではなくて、自発的に。それが結果としてイクメンと呼ばれるのであればそ

れは OK。」（X.X 氏：男性）と挙げてくださった。結果として、男性インフォーマント 14
人中 12人が肯定派で、２人が否定派だった。第２節では仕事と家庭を両立したいと男性は
回答していたが、インタビューからも同様な回答が得られた。 
次に、仕事と家庭生活の理想と現実の優先度がどのようになっているのか見ていこう。

「（理想は）家庭。何のために仕事をしているのか。（実際は）仕事。さっきの労働時間も

そうですけど、やっぱりなかなか。」（M.X 氏：男性）のように理想は家庭だが、実際は仕
事だったり、「どちらを重視、うまいこと半々にしたいと思ってます。…中略… 若干仕事
の方に偏っていると思います。」（J.M 氏：男性）のように両方優先したいが、実際は仕事
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だったりと、労働時間が長いこともあり、このような結果になっているようだ。また「理

想は半々だな。どっちか偏っちゃいかんと思う。…中略… 実際はバランス取れてると思う
けどね。」（G.H 氏：男性）のように、きちんと自分の理想を叶えられている人もいた。こ

の質問に関しては様々な意見を聞くことができた。上手く理想通りになられている方もい

たが、労働時間の長さや仕事量から仕事を優先してしまうのだと思った。 
次に、各家庭の家事の役割分担、家事・育児の実施時間はどのようになっているのだろ

うか。まず、家事・育児に積極的に参加している方からの意見を見ていこう。「僕は平日は

食器の片づけくらい。休みの日に掃除機かけたり。朝から昼まで、結構だらだらしながら

やるからね。」（M.X 氏：男性、共働き）、「ゴミ出しとか洗い物、ちょいちょい。土日のご
飯は私が作っています。…中略… 平日はもう 30 分未満ですね。土日はご飯作るだけなの
で１時間くらい。」（X.X氏：男性、共働き）、「洗濯したり、ゴミ出したりとか、風呂洗った
り、子供にご飯を食べさせたりとかも。休日ももう普通にしますね。まあ３時間ぐらいな

るんですかね。」（J.E氏：男性、共働き）などと答えてくださった。ちなみに J.E氏は以前
奥さんが育児休業を取得した際、家事や育児を全然していないという意識はなかったが、

奥さんに全くしていなかったと言われ、上記のように家事・育児をやり始めたそうだ。や

はり奥さんの方が時間や量は多いようだが、基本的に平日休日関係なく家事・育児を行っ

ていた。皆さん共働きということで、協力してやられているようだ。一方家事・育児をや

っていない方は、「育児と家事は家内がやってくれようるね。前はね、家内が働きょった時

は一緒に洗濯したりだとか、洗いもんしたりしよったけど、今は家内が家におるからやっ

てくれようる。」（G.H 氏：男性）、「結婚する前に同棲しよったんですけど、そのときに実

はやってないんです。…中略… できればやりたくないです。今度子どもが産まれるんです
けど、産まれたりしたら手伝わないかんかなって思いますけど。」（R.S氏：男性、共働き）
と答えてくださった。このような結果からまだまだ女性側に家事・育児が偏っているのだ

と思った。 
 
おわりに

今回インタビュー調査を行ってみて、様々な資料を調べた通り、性別役割分業意識が希

薄化しつつあり、イクメンに対しても肯定的な意見が多かったが、まだまだ家事・育児は

女性の仕事だと感じた。その原因としては男性の労働時間の長さや仕事量の多さによるも

のが大きい。また男性の多くが、仕事と両立できればイクメンになりたいと答えていたよ

うに、やはり男性にとって仕事は重要なのである。イクメンプロジェクトが行われたりし

て男性の家庭参加を促進しているが、まだまだ企業の制度や職場環境がそれに追いついて

いない。もっと政府が企業に働きかけていくべきだと思う。このような問題は、各家庭の

状況や環境などで違ってくるので、男性の家庭参加が絶対いいというわけではない。各家

庭でしっかり話し合いをして、どのようにしていくかを決めていくべきだと私は思う。
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現代日本人男性の生活への意識 
 

山本実希 
 

はじめに 
ある日のゼミである疑問を持った。ワーク・ライフ・バランス（以下ではWLBと省略す

る）の勉強をしているとき、先生が「生活時間という言葉のとらえ方は、男女で違う」と

おっしゃられた。それから先生は私に「君にとっての生活時間とはどのような時間ですか」

と尋ねたので、私は「家庭の時間、家族で過ごす時間です」と答えた。その後、先生は、

男子学生にも同じ質問を投げかけると、その男子学生は「自由な時間、趣味の時間です」

と答えた。私はその返答を聞き驚いた。なぜならば、これまで私は「生活時間＝家庭の時

間」と考えるのが当然だと思っていたからである。しかしそれは男性にとっては違ってお

り、男性にとっての生活時間は「余暇」の時間であるらしい。私はこのときから、なぜ男

女でこのような考え方の違いが生まれたのだろうかという疑問に加え、男性の家庭への参

加意識は、現代も依然として低いままであるのか、男性は家庭参加をどう考えているのか

という疑問を持つようになった。 
今日、日本では「WLB」という言葉が注目されている。その背景として、かつての日本

社会では、夫が働き、妻が家庭や地域で役割を担うという姿が一般的であった。しかし近

年の企業間競争の激化や経済低迷、産業構造の変化により、正社員以外の労働者の雇用が

大幅に増加し、正社員の労働時間も延びてきているという傾向がある。また女性の社会参

加も進み、その結果、現在、勤労者世帯の過半数が共働き世帯である。しかし働き方や子

育て支援などの社会的基盤は従来のままであるため、 職場や家庭、地域では、男女の固定
的な役割分担意識が残っている。そのため、長時間労働ゆえの心身の疲労、仕事と子育て

の両立の難しさなどという問題が浮上し、結婚や子育てに関する人々の希望が実現しにく

くなり、急速な少子化が進んだ。したがって今日では個人の働き方の見直しが図られ、仕

事と生活の調和（＝WLBの実現）が注目されているのである。 
図表１を見てみると、日本以外の先進国の夫の一日当たりの家事・育児関連時間は３時

間前後であることが分かる。一方、日本の夫の育児・家事関連時間は１時間と、他の国に

比べ圧倒的に短い。日本人男性は家事・育児のような家庭参加を積極的にしようとはして

いないのだろうか。 
本稿では男性の生活意識、特に家庭生活への参加意識に注目し、現代日本人男性が家事・

育児といった家庭生活についてどのように考えているのか、家庭生活の参加したいと思っ

ている人は実際に参加できているのだろうかという疑問を解き、今後の日本社会のＷＬＢ

を支援していくために、どのような対策をとっていくべきなのかを解いていく。 
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図表１ ６歳未満児のいる夫の家事・育児関連時間／１日当たり
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出所：男女共同参画局（2011）「男女共同参画白書」 

 

第１節 現代日本人男性の生活に対する理想と現実 
本節では、前節で挙げられた「日本人男性は家事・育児のような家庭参加を積極的にし

ようとはしていないのだろうか、家庭参加をどう思っているのか」という疑問を解いてい

くために、具体的に現代日本人男性の生活への意識の理想と現状を数値で表し、彼らの意

識を考察していく。はじめに、「過去と現在」、「性別」で見た意識の違いを見ていき、その

後、現代日本人男性の家庭生活参加への現状を見ていきたい。 
 

図表２ 性別役割分業について「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」 
～現在と過去の意識の比較～男女集計 

 出所：内閣府（2009）「男女共同参画社会に関する世論調査」 
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まず図表２を見ていこう。過去（1992）において、性別役割分業の考え方を「賛成」、「ど
ちらかといえば賛成」と思う人は、全体の約６割であった。そして 17年経った現在（2009）
では、全体の約４割にまで減少した。つまり、過去と比較すると社会全体では性別役割分

業の考えを否定する人が増えたといえる。 
次に、図表２の現在（2009）を男女別に分けた図表３を見る。ここでは「反対」、「どち

らかといえば反対」に注目しよう。男性は約半数が反対としている。また女性では６割の

人が反対としている。つまり、現在「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」という考え方

に対して、性別間での捉え方にはあまり大きな差はないといえよう。 
 

図表３ 性別役割分業について「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」 
～性別による意識の比較～ 

 出所：内閣府（2009）「男女共同参画社会に関する世論調査」 

 
図表４は、年代別に「仕事」、「家庭生活」、「地域・個人生活」の希望優先度を示したも

のである。『「仕事」を優先したい』は 20～29歳では 3.8％、30～39歳では 5.9％、40～49
歳では 5.5％といずれも 5.0％前後である。一方、60～69歳では 11.8％、70歳以上では 11.1％
といずれも 10.0％超である。また『「家庭生活」を優先したい』は、年齢層が高くなるにつ
れ、割合も増加しており、20～29 歳では 21.9％、70 歳以上では 34.1％と、10％以上も増
えている。さらに『「仕事」「家庭生活」をともに優先したい』を見てみると、70 歳以上で
は 24.0％、20～29歳では 35.4％と、『「家庭生活」を優先したい』とは反対に年齢層が低く
なるにつれ、割合が増加している。つまり、50代以上の年齢層の高い世代は「仕事」か「家
庭生活」のどちらかを優先させたいと区別しているのとは違い、20代の若い世代、30・40
代の会社の中核を担う世代は、「仕事」を優先させたい、「家庭生活」を優先したい、とど

ちらかを優先したいのではなく、「仕事」と「家庭生活」どちらも両立させたいと考える人
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が多いということがわかる。 
 

図表４ 「仕事」、「家庭生活」、「地域・個人生活」の関わり方（希望優先度） 
～年代別の意識の比較～男女集計 
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出所：内閣府（2009）「男女共同参画社会に関する世論調査」 

 
図表５ 「仕事」、「家庭生活」、「地域・個人生活」の関わり方（希望優先度） 

～性別による意識の比較～
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出所：内閣府（2009）「男女共同参画社会に関する世論調査」 
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男女で比較してみると、『「家庭生活」を優先したい』が多いのは女性であり、約 35％を
占めている。そして『「仕事」「家庭生活」をともに優先したい』というのは男性の方が多

く、こちらも約 35％を占めている（図表５）。したがって、女性よりも男性の方が仕事と家
庭の両立を望んでいることがわかる。 
以上から、昔に比べ現代の日本人男性は、性別役割分業の考え方には否定的であり、か

つ家庭への参加意識も決して低くはなく、仕事と家庭を両立させたいと思っているという

ことが分かる。では次に、育児・家事への男性の家庭参加の実情を見ていく。 
まず、男性の育児参加の現状は男性の育児休業取得率を用いて見ていこう。1995年では

0.12％だった取得率が約 15年経過した 2009年では 1.72％まで上がってはいるが、それで
もまだ 100人に 1.5人程度の男性しか育児休業を取得していない（図表６）。 
 

図表６ 男性の育児休業取得率推移 

出所：厚生労働省（2009）「雇用均等基本調査」 

 
図表７ 家事分担について、実際の家庭はどうなっているか
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出所：男女共同参画局（2009）「男女のライフスタイルに関する調査」 
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家事参加はどうだろうか。図表７を見ると、「妻が行う」、「妻が中心となって行うが、夫

も手伝う」が全体の約 90％を占めている。「半分ずつ分担して行っている」、「夫が中心とな
って行うが、妻も手伝う」、「夫が行う」を合わせると９％、つまり少しでも家事に参加し

ている男性は１割にも満たないことがわかる。 
本節では男性の家庭参加への意識と現状を見てきて、現代の男性は意識の上では仕事と

家庭両立を図りたいと思っているが、現実は家庭参加がなかなかできていないということ

がわかった。その主な理由はやはり仕事で、男性は女性よりもはるかに仕事を優先しまい

がちになっていることが図表８から見てとれる。次節では、家庭参加に対しての意識と現

状の間に存在するギャップの原因は何なのか、男性が仕事を優先になってしまう原因を究

明していく。 
 

図表８ 仕事優先仕方なく…
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出所：日本経済新聞（2009年９月３日） 

 

第２節 男性の家庭参加はなぜ難しいか 
前節で挙がった、男性の家庭参加の理想と現実の意識の差が発生する原因を究明してい

くにあたって、現代言われているさまざまな原因に四つの大きな柱を立てて論じていく。

その柱として、「男性の労働時間の長さ」、「職場の WLB への考え」、「家庭の担い手は女性
という考え方」、「夫婦のライフステージ、妻の家庭責任の強さ」、という四つの原因を立て

る。 
第一は、「男性の労働時間の長さ」である。男女別に比べると、週 60 時間以上働いてい

る人の数は、女性では約 70万人前後であるのに比べ、男性では約 450万人前後と、性別に
よる差は歴然である（図表９）。長時間労働は子育て世代の男性の家事・育児参加を困難な

ものにしている。例えば、ライフステージの観点から石川（1996）は日本における中年期
を 38 歳ごろから 67 歳ごろまでと想定し、このライフステージは男性にとって「仕事の重
圧の増加期」としている。そのために家事・育児参加は行われにくいと考えられる。 
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図表９ 週間就業時間別非農林業雇用者数 
～週 60時間以上労働、性別による比較～ 
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第二は、「職場のWLBへの考え」、つまり従業員のWLB実現に対して職場の理解がある
かどうかが問題となってくる。職場が仕事重視を良しとしている雰囲気ではWLBの達成は
不可能である。また、有給休暇制度や育児休暇制度、さまざまな時短政策を会社の施策と

して設けていたとしても、社内が実際に休んだり早く帰ったりできる雰囲気ではない、他

の人に迷惑がかかる、今後のキャリアに響くといった心配があって、結局仕事優先してし

まうという可能性もある。 
第三、「家庭の担い手は女性であるという考え方」が現在も存在していると考えられる。

図表２で見たように、性別役割分業の考え方に対して、過去（1992）と現在（2009）を比
較すると、否定派（「反対」、「どちらといえば反対」）は約 25％から 55％へと増加、つまり
「男は仕事、女は家庭」という考え方に対して、四人に一人から二人に一人が反対するよ

うになったといえる。しかし、図表６・７からは、実際に育児や家事に携わっている男性

は、大変少数であることがわかる。このことから、現代男性は性別役割分業の考え方を否

定しながらも、潜在的には「家庭の担い手は女性である」という考え方を捨てきれず、家

庭のことを女性に任せてしまっているのではなかろうか。さらに、明治安田生活福祉研究

所（2008）の調べによると、若年層（20・30代）の共働き世帯（妻：正社員）では、世帯
年収に占める妻の年収の割合は 3.8 割、したがって「夫 6.2：妻 3.8」が夫婦年収の平均像
であるという結果が出ている。この結果から考えられることは、男性には自分が家計の主

な担い手であるという責任感があり、仕事を優先してしまいがちになるともいえる。 
第四、「夫婦のライフステージ、妻の家庭責任の強さ」も夫の家事・育児の不参加の現状

に影響しているのではないだろうか。夫婦のライフステージとは、主に妻の就業、家族の
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人数と末子の年齢を基準とする。ライフステージを通じた家事・育児時間の変化について

パネルデータ分析を行った結果によると、子供の誕生などで家事・育児量が増加する場合

には夫婦同時に分担時間が増加するため、夫婦の家事・育児時間は代替的な関係にはなく、

家事・育児時間の増減を「夫婦が分け合う相補的な関係」にあることを明らかにした（福

田, 2007）。しかしながら妻の就業による家事・育児時間の減少は、夫の家事・育児時間の
増加には結びつかないことが分かった。つまり、たとえ夫婦が共働きであろうと、結局の

ところ家事は妻に任されているのである。このことから、夫婦間の家事・育児分担状況は、

夫婦のライフステージと時代の構造的要因（時間的余裕、家事・育児の量、職場）によっ

て変化しており、また妻の就業は夫の家事・育児参加にあまり関係していないといえる。

さらに、妻の家事・育児遂行及び妻の家庭責任意識を変数として、夫の家事・育児参加へ

の影響を分析した結果によると、妻の家庭責任が強いほど夫の家事・育児参加は減少する

ことが明らかとなった（中川, 2010）。したがって、家事・育児参加の規定要因は構造的要
因だけでなく、個人の意識も影響を与えていると考えられる。 
以上で挙げた四つの主な原因は、社会の考え方や制度といった外部環境から影響される

外的要因と、個々人の意思によって影響される内的要因に分けることができる。第一の「男

性の労働時間の長さ」、第二の「職場の雰囲気 （育児休業、年次有給休暇の取りにくさ、
今後のキャリア、査定への心配）」はここでの外的要因に区別することができ、第三の「家

庭の担い手は女性という考え方」、第四の「夫婦のライフステージ、妻の家庭責任の強さ」

は内的要因に区別することができよう。家庭参加への男性の理想と現状の差を解消するた

めには、会社や国の制度や法律を改正して外的要因を小さくするだけではなく、内的要因

も小さくしていく、要するに人々の考え方そのものから変えていく必要があるのだ。この

問題解消にはまだまだ時間がかかりそうであり、困難を極めると予想できる。 
 
第３節 インタビュー調査から 
前節で明らかになったように、日本社会には男性の家庭参加を困難にする原因がいたる

ところに存在している。そのような状況下で、WLBをうまく実現できている人、家事・育
児といった家庭生活に参加している人もいる。彼らはどのようにして家庭生活への参加を

達成しているのだろうか。この疑問を解くことは、男性が仕事優先にならず、ＷＬＢを実

現できる対策法を見出すことにつながるのではないだろうか。年齢・性別・職種・業種問

わず行った正社員 17人、男性 14人（既婚８人、未婚６人）、女性３人（既婚１人、未婚２
人）へのインタビュー調査から、この疑問を解き明かしていく。 
まず前半では、14人の男性のインフォーマントが理想と現状で、「仕事」と「家庭」のど

ちらを優先しているか、そこにギャップが存在するかどうか、またその理由を見ていく。

後半では、既婚男性が早く仕事から帰った時や休日にどのくらい家事・育児に参加してい

るのかを見ていき、意識だけではなく実際の家庭参加の現場を調べていく。 
「理想では仕事と家庭生活どちらを重視したいですか」という質問に対しての回答とし

て、「仕事を優先したい」と答えた人は３人、「家庭を優先したい」と答えた人は６人、「仕

事と家庭を両立させたい」と答えた人は５人という結果だった。 
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最初にどうしてそう考えるのかを見ていこう。「仕事を優先したい」と回答した人は、「仕

事していくうえで、本当に真剣に仕事しようと思ったら、仕事の方を優先せんと。40、50
（歳）くらいになったらそんなこともないかもしれんけど。…中略… 仕事をどんどんこな
して成長していきたいと思うんで、仕事メインだと思いますね。」（R.S 氏：20 代後半、既
婚）、「営業にいるうちは仕事。スポンサーを抱えているから社内だけでは済まない。どっ

ちかっていうと外向いてるから。」（L.L 氏：20 代後半、未婚）という意見があり、若いう
ちは仕事、今の部署にいるうちは仕事と短期間での仕事優先を理想としていた。「家庭を優

先したい」という人の意見では、「何のために仕事をしているのか。」（M.X氏：30代前半、
既婚）、「理想だったら、全然仕事したくないんで、…省略」（U.B 氏：30代前半、未婚）、
仕事はあくまで家庭のため、本音では仕事をしたくないという考えであった。「仕事と家庭

を両立させたい」という人は、「これはもう WLB で、どちらかを重視すると会社員として
は成立しないんじゃないかなと。営利企業に勤める以上ではどちらか優先というのはあく

まで成り立たないと思います。」（X.X 氏：30 代前半、既婚）、「家庭も大切やしね。だけど
ちゃんと働いて自分の責任は果たさないかんからね。どっちか偏っちゃいかんと思う。」

（G.H氏：40代前半、既婚）という社会人としてはどちらかを優先さるわけにはいかない
というように考えていた人もいた。 
「家庭を優先したい」、「仕事と家庭を両立させたい」と回答した 11人のうち、実際に家

庭を優先している人、または仕事と家庭の両立を図れている人は５人、残りの６人は仕事

優先になってしまっていた。仕事優先になってしまっている理由としては、「理想は（趣味

｛テレビを見る、楽器を弾く、映画鑑賞｝を）10：0 にしたいわけですよ。…中略… 当然
そりゃ経済面だよね。とか、あと世間体。…省略」（L.J氏：30代前半、既婚）、「別にそん
なに責任がある立場ではないんですけど、やっぱり仕事はプロというか、お金もらってや

ってるんで。…中略… 仕事に対する責任というのはありますね。それを完全に放棄して家
庭だけ優先するわけにはいかないところはあるかなと。」（J.E 氏：30 代後半、既婚）、「早
く帰れないから。」（M.X氏：30代前半、既婚）、「一日の時間で言うと、仕事の方が多くな
るので、物理的に仕事している時間が長いから。」（G.T氏：20代後半、未婚）、という労働
時間の長さや、仕事に対しての責任、世間体、家計を支えている者としての責任から、実

際には仕事優先になっていた。 
それでは、家庭参加の理想と現実の意識に差がない人は、どのような考えを持っている

のか見ていく。まずは「家庭を優先できている」という人の意見として、「仕事をするのは

自分のためだしね。休日をどう充実させるかを考えた上で、平日を過ごしているから。（工

夫としては）期限を決めることかな。そしたら終わらせなきゃいけないっていう気持ちに

なるでしょ。」（R.X氏：20代後半、未婚）、と基本的に家庭を念頭に置き、仕事に適切な区
切りをして働いているようだ。また「仕事と家庭の両立を図れている」という人の意見と

して、「メリハリじゃないかと。局面でどっちを優先するかっていうのは成立しないと思う

んです。…省略」（X.X氏：30代前半、既婚）、「土日にしっかり家族と触れ合うことだわな。
それと気持ちの切り替えをちゃんとすることだね。…省略」（G.H 氏：40 代前半、既婚）、
「省略… 時間ではないと思うんですよね。…中略… もしプライベートが 30分でも充実し
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ていたらそれでいいと思うんですよ。だから時間じゃなくて内容かと。」（Z.J 氏：40 代後
半、既婚）と、「家庭を優先できている」という人の意見と同じように、仕事と家庭の間に

切り替えをきちんと設け、家庭生活に仕事が入り込まないようにと考えている。 
また近年のデータでは男性の生活参加に対する意識は非常に高い。では実際早く帰った

時や休日に家事・育児に参加しているのか。この疑問を解くために、インタビューしたイ

ンフォーマントから既婚男性だけを挙げ、彼らが平日や休日に家事・育児を手伝っている

かを見ていこう。インフォーマント 17人中、既婚男性は８人、そのなかで少しでも家事・
育児に参加している人は５人、全く参加していない人は３人であった。全くしないという

３人のうちの２人は「家庭を優先したい」、「仕事と家庭を両立させたい」と答えている。

つまり、家庭を優先したい、仕事と家庭の両立を図りたいと思っている人で、実際には家

事・育児に全く関与できていない人は、このインタビューでは８人中２人いたということ

である。彼らの意見としては、「趣味をもっと重視したい。」（L.J氏：30代前半、既婚）、「（家
事・育児分担はすべて家内がやるというのは）自然とそうなった感じで。（子供のイベント

への参加は）小学校のころまではね。中学校になってからはもう全然。」（Z.J 氏：40 代後
半、既婚）、と家庭参加は家事・育児の時間というよりは趣味の時間に費やしたい、子供が

大きくなったので参加しなくなったという意見であった。一方、少しでも家事・育児に参

加している５人のインフォーマントは、具体的に何をどのくらいの時間やっているのだろ

うか、またどのように工夫しているのだろうか。彼らの平日と休日のライフスタイルを図

表化し、彼らの家庭参加の実態を確認していく。 
 

図表 10 M.X氏（30代前半、既婚） 
休日の過ごし方 

6 7 8 9 1 0 1 1 1 2 1 3 1 4 1 5 1 6 1 7 1 8 1 9 2 0 2 1 2 2 2 3 0 1

睡
眠

睡眠掃除 自由時間

 
 
図表 10はM.X氏の休日の過ごし方である。「（家事の分担は）料理は嫁さん、掃除は僕。 

（決め方は）得意な人がやる。…中略… 平日は食器の片づけくらい。休みの日に掃除機か
けたり。朝から昼まで…省略。」というように家事を配偶者と分担していた。また、図表 11
は J.E 氏の平日・休日の過ごし方である。「省略… 子供の世話もどうしても奥さんの方が
してたんで、手が空いてたりしたんで。料理以外のことは基本的に僕がしようかなと思っ

て。してくれと言われたわけではないんですけど。自ら食器洗ったりするようになりまし

た。…中略… 子供を入浴をさせるのと、寝かせるのと、あと食器洗いですかね。…中略… 
ゴミ出したりとか、風呂洗ったり、子供にご飯食べさせたりとかも。休日ももう普通に（家

事・育児を）しますね。（時間としては）平日が 3時間ぐらい。休日もそんなに変わんない
ですけど。」というように配偶者に家事や育児のすべてを任せてはいけないと、自発的に参
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加するようにしている。 
図表 11 J.E氏（30代後半、既婚） 

平日の過ごし方 
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その他にも、「（家事は）分担できるところは分担っていう感じです。月、水、金は（家事

は）僕の担当です。」（J.M 氏：30 代前半、既婚）というように曜日別に家事を分担してい
る人もいた。今回のインタビュー調査では、実際に平日や休日に家事・育児に参加してい

る人は、既婚男性 17 人中５人と、約三分の一の割合にとどまった。彼らは家事を内容別、
曜日別に分担したり、自ら積極的に参加しようとする意志を持つようにしたりと、さまざ

まに工夫し、家庭生活の参加するよう努力していた。 
以上、インタビュー調査をまとめると、『理想では「仕事」と「家庭」のどちらを優先し

たいか』という質問に対して、男性インフォーマント 14 人中、「家庭を優先したい」、「仕
事と家庭を両立させたい」と答えた人は 11 人であった。しかし 11 人中６人は、実際は仕
事優先になっており、その理由としては、「労働時間の長さ」、「仕事に対しての責任」、「世

間体」、「家計を支えている者としての責任」という意見が出た。一方、11 人中５人は意識
の理想と現実に差がなく、仕事と家庭に境目を設け、切り替えをするように工夫している。

また既婚男性のうち実際に家事や育児に参加している人は、配偶者と家事の内容を分担し

たり、曜日別に担当したり、すべてを配偶者にやらせてはならないと自発的に動いたりと

いったような工夫をしていた。調査を行ってみて、再度、男性の家庭参加は実際はまだま

だ困難な状況にあると感じた。しかしそのような状況下でも、さまざまに工夫して、積極

的に家庭参加に携わろうと努力している男性もいた。このことは、何らかの努力をすれば

家庭生活のもっと参加できる人は、今よりもずっと増えるという可能性を秘めている。意

識の上では家庭参加をしたいという人は多くいても、実際に動けている人がまだまだ少な

いという現状が見えてきた。 
 
おわりに 
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インタビュー調査から、家庭生活を優先したいが実際には仕事優先になっている理由と

して、６人中４人が長時間労働を理由にしている。では企業にとって従業員のWLBの実現
を支援することはマイナスなことなのだろうか。最後にＷＬＢを企業側から見て、今後の

男性の家庭参加への思いを、より現実的なものにするにはどうしたらよいかを考えていこ

う。 
1970 年代や 1980 年代前半までの日本の多くの大企業が想定していた典型的な従業員像

は、①男性で、②結婚しても家事や育児などの家庭的責任のすべてを専業主婦の配偶者に

任せることができ、③仕事を最優先とするライフスタイルを受け入れている者だった。し

かし近年、そうした従来型の従業員像に当てはまる者は減少していき、仕事と生活を両立

できるライフスタイルを求める者が多くなっている。よって従来型の従業員像に当てはま

らない者は、生活を両立させたライフスタイルを実現できないために、雇用や処遇の仕組

みに不満をもち、勤労意欲を低下させかねない状況に置かれている。そのため従来型の従

業員像しか考えていない企業は、マイナスの影響をもたらしかねないのである。言い換え

れば、従業員の仕事と生活の両立を支援することが、従業員から高い勤労意欲を引き出す

ための労働条件、つまり「新しい報酬」なのである。従業員のWLBの実現を可能とする施
策を整備することが、必要な従業員を確保し、その持てる職業能力を十分に発揮してもら

うために不可欠な時代となっているのである。 
また、従業員WLBの実現のための施策が企業にとってメリットとなるという報告もある。

内閣府によると、女性社員が出産退社し新たに人を補充する場合と、女性社員が育休を１

年間取得し、短時間勤務で３年間働いた場合を比べると、後者のほうが大企業で 22 万円、
中堅企業で 16万円のコストを抑えられるという。さらに、両立支援策が整い、男女隔てな
く活用される仕組みのある会社は、優秀な人材が集まり業績も上がることがわかっている。

内閣府の別の調査では、WLB に積極的な企業は、「会社の発展のために人並み以上の努力
をすることを厭わない」と答えた人が約６割と高く、消極的な企業では約３割と低い。積

極的な企業では「退職者が減った」「現場での創意工夫が増えた」と回答した経営者が多く、

企業活動にプラス効果が大きいことを示した。 
実際、どのような企業がどのようなWLB支援政策を行っているのか。三つの事例を紹介

しよう（日本経済新聞 2010年６月 30日）。はじめに、トライアンフ（従業員 80人）とい
う人事コンサルティング会社では、毎週水曜日を「パパの日」とし、2008年に小学校低学
年までの子供を持つ父親を対象として、彼らに午後４時の退社を求めている。従業員の高

田氏（35歳、５歳と１歳の子供２人）は、30代で同社では部長クラスで中核に当たり、普
段から遅くまで働いていた。最初は４時の退社に苦労したが、全て自分でやろうとしてい

た仕事を周りに振り分けるように、働き方を変えていった。次に、シグマクシス(従業員約
300 人)という IT 会社では、完全テレワーク制（＝自宅を含む社外での勤務制）に対応し、
会社に行くのは必要な時だけで、どこでも働ける制度を導入した。柴沼氏（37 歳、５歳の
子供１人）は、会社でしか仕事ができず子供の寝顔しか見られない生活から、子供が学校

に行くのを見送り風呂に入れて寝かしつける生活に変わったという。最後に、エス・アイ

（従業員約 60人）というデータ入力請負会社は、一日何度でも出退勤できる、その日の労
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働時間が短くても月間で調整すればよい制度を導入した。そのため子供のいる従業員は、

仕事を途中で抜けて授業参観に参加したり、子供の急な病気の対応も容易にできるように

なった。 
これまで見てきたように、企業にとってWLBを支援することは、ただのコストではなく、

従業員の勤労意識を高める、優秀な人材の確保などと、結果的には企業にプラス効果にな

ることなのである。しかし施策や支援を行っている企業の多くがコスト的にも人件的にも

余裕のある大企業であり、中小企業ではまだまだ１割止まりであるのが実情である。 
近年、企業の責任概念が拡大してきている。企業は利潤を追求し、株主に利益をもたら

せばよいという考え方はもはや通用せず、働く人々や消費者、さらには社会との調和をと

りながら経営を行う責任があると考えられるようになってきている。1990年以降日本の社
会問題である「少子高齢化」についても企業の果たす役割への期待が高まってきている。

少子化は社会全体に大きなインパクトを及ぼすと考えられ、企業も社会の構成員としてこ

の問題を避けて通ることはできない。企業が少子化にともなう問題を主体的に受け止め、

積極的に取り組むことが求められている。また今回のインタビュー調査から、家庭参加で

きない男性の意見として様々な会社への都合が挙げられた。家庭参加への意識は高いのに、

実際は仕事、仕事で参加できていないというのは非常にもったいなく感じる。そしてまだ

まだ少数ではあるが、さまざまに工夫をして積極的に家庭へ参加している男性もいた。要

するに、育児・家事を手伝いたい、家庭にもっと参加したいと思うだけではなく、その意

識を行動に移せば、だれもがより家庭生活へ参加できる可能性が増大してくるはずである。

男性の家庭参加をより促進させるには、企業のWLBに対する積極的な投資と個人の考え方
を変えること、どちらも必要不可欠なのである。 
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